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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成14年３月期から平成16年３月期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 62,967 65,029 66,065 73,140 79,743

経常利益 (百万円) 3,999 4,010 5,061 8,956 9,581

当期純利益 (百万円) 1,374 1,639 2,837 5,108 5,915

純資産額 (百万円) 71,211 67,271 69,344 73,044 78,732

総資産額 (百万円) 93,175 89,935 91,869 100,745 105,262

１株当たり純資産額 (円) 833.97 838.51 869.02 915.37 981.92

１株当たり当期純利益 (円) 15.28 19.77 34.85 62.95 72.89

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 62.95 72.76

自己資本比率 (％) 76.4 74.8 75.5 72.5 74.8

自己資本利益率 (％) 1.9 2.4 4.2 7.2 7.8

株価収益率 (倍) 57.5 29.8 25.3 19.1 28.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,298 5,998 7,655 10,040 6,048

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 34 △1,126 △611 △1,254 △4,279

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,679 △5,105 △1,492 △1,436 △2,133

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 21,607 21,898 27,565 34,900 34,402

従業員数 (名) 2,705 2,760 2,740 2,808 2,980



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成14年３月期から平成16年３月期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 50,932 52,785 53,785 60,423 63,619

経常利益 (百万円) 3,762 3,114 4,236 7,870 8,457

当期純利益 (百万円) 813 1,000 2,505 4,425 5,246

資本金 (百万円) 18,239 18,239 18,239 18,239 18,239

発行済株式総数 (株) 88,801,829 83,801,829 81,257,829 81,257,829 81,257,829

純資産額 (百万円) 73,584 69,439 71,728 74,748 78,973

総資産額 (百万円) 93,164 88,982 91,251 98,928 101,621

１株当たり純資産額 (円) 861.76 865.63 899.02 936.93 985.32

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

13.00 

(6.50)

13.00

(6.50)

15.50

(6.50)

22.00 

(9.00)

26.00

(13.00)

１株当たり当期純利益 (円) 9.05 12.11 30.81 54.56 64.92

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 54.56 64.80

自己資本比率 (％) 79.0 78.0 78.6 75.6 77.7

自己資本利益率 (％) 1.1 1.4 3.5 6.0 6.8

株価収益率 (倍) 97.0 48.7 28.7 22.0 31.6

配当性向 (％) 140.4 105.9 49.5 39.6 39.7

従業員数 (名) 1,828 1,860 1,871 1,898 1,953



２ 【沿革】 

当社は昭和６年タイムレコーダー、タイムスタンプの製造を目的として創めた株式会社天野製作所が、後年軍需工

場となり、終戦により閉鎖されるに至ったため、昭和20年11月22日同社の第二会社としてタイムレコーダー部門の事

業の継承を目的として設立されたものであります。 

設立後の主要事項は次のとおりであります。 

  

  

年月 主要事項

昭和20年11月 横浜機器株式会社設立 タイムレコーダー、タイムスタンプ製造開始 

昭和26年４月 工業用真空掃除機等の研究、製造を開始 

昭和31年10月 天野特殊機械株式会社を吸収合併し、商号を天野特殊機械株式会社と変更 

昭和36年10月 東京証券取引所第二部に上場 

昭和39年７月 子会社アマノ タイムシステム Inc.を米国ニューヨーク市に設立(昭和52年１月１日アマノ アメ

リカ Inc.に社名変更) 

昭和41年６月 商号をアマノ株式会社と変更 

昭和42年８月 東京証券取引所第一部に上場 

昭和43年６月 コンピューター就業管理システム「アレコデータ」を発売 

昭和45年７月 子会社東海アマノ株式会社を設立、細江工場(昭和44年４月静岡県引佐郡細江町に建設)の生産を

委託 

昭和47年３月 子会社アマノ ヨーロッパ N.V.をベルギー国ブラッセル市に設立 

昭和47年４月 大阪証券取引所第一部に上場 

昭和48年４月 駐車場管理機器の発売 

昭和53年12月 子会社アマノ アメリカ マニュファクチュアリング Inc.を米国カリフォルニア州アナハイムに

設立し、米国向けタイムレコーダー、タイムスタンプの生産開始 

昭和56年１月 コンピュータータイムレコーダー「インテレコーダー」を発売 

昭和57年７月 清掃機器発売 

昭和62年３月 神奈川県津久井郡津久井町に津久井工場を建設 

昭和63年６月 子会社アマノ エレクトロニクス ヨーロッパ N.V.をベルギー国ゲンク市に設立(現・連結子会

社) 

平成元年４月 子会社アマノ アメリカ マニュファクチュアリング Inc.が子会社アマノ アメリカ Inc.を吸収

合併し、商号をアマノ エレクトロニクス オブ アメリカ Inc.と変更 

平成２年３月 米国デラウェア州に子会社株式保有を目的とした持株会社アマノ インターナショナル USA Inc.

を設立(平成10年１月９日アマノ USA Inc.に商号変更。現・連結子会社) 

平成２年３月 米国パイオニア エクリプス Corp.(清掃機器・溶剤の生産及び販売会社)を持株会社を通じ買収

(現・連結子会社) 

平成２年６月 子会社アマノ エレクトロニクス ヨーロッパ N.V.が子会社アマノ ヨーロッパ N.V.を吸収合併 

平成３年10月 子会社東海アマノ株式会社を吸収合併 

平成３年12月 米国シンシナティ タイム Inc.(タイムレコーダー等時間管理機器及びパーキングシステムの生

産・販売会社)を持株会社を通じ買収 

平成４年10月 子会社シンシナティ タイム Inc.が子会社アマノ エレクトロニクス オブ アメリカ Inc.を吸収

合併し、商号をアマノ シンシナティ Inc.と変更(現・連結子会社) 

平成４年10月 静岡県浜松市新都田に都田工場を建設 

平成５年４月 子会社アマノ クリーンテック(M)SDN.BHD.(集塵システム等の総合エンジニアリング及び販売会

社)をマレーシア国に設立(現・連結子会社) 



  

  

年月 主要事項

平成７年３月 子会社株式会社環境衛生研究所(作業環境測定等のコンサルティング会社)を設立(現・連結子会

社) 

平成７年４月 子会社安満能国際貿易(上海)有限公司(タイムレコーダー・情報システム機器及び環境関連機器

の販売会社)を中国に設立(現・連結子会社) 

平成７年６月 子会社アマノ タイム&エアー シンガポール PTE.LTD.(タイムレコーダー・情報システム機器・

駐車場機器及び環境関連機器の販売会社)をシンガポール国に設立(現・連結子会社) 

平成８年４月 子会社株式会社エー・エム・エス(駐車場の運営管理等の請負、清掃業務の請負及び関連機器の

販売)を設立(平成18年５月８日 アマノマネジメントサービス株式会社に商号変更。現・連結子

会社) 

子会社アマノ コーリア Corp.(時間情報システム機器及び環境関連システム機器の販売会社)を

韓国に設立(現・連結子会社) 

米国アキュタイム Corp.(時間情報システム機器の販売会社)を持株会社を通じ買収(現・連結子

会社) 

平成９年10月 関連会社ATASサービス PTE.LTD.(清掃業務の請負、駐車場の運営管理等の請負)をシンガポール

国に設立(平成11年１月増資。現・連結子会社) 

平成10年２月 子会社 PT. アマノインドネシア(時間情報システム機器及び環境関連システム機器の販売会社)

をインドネシア国に設立（現・連結子会社) 

平成10年４月 子会社アマノ アジア マネジメント PTE.LTD.(子会社管理)をシンガポール国に設立(現・連結子

会社) 

平成10年７月 子会社ATAS E&Cサービス(M)SDN.BHD.(清掃業務の請負、駐車場の運営管理等の請負)をマレーシ

ア国に設立(現・連結子会社) 

平成11年４月 子会社アマノメンテナンスエンジニアリング株式会社(時間情報システム機器及び環境関連シス

テム機器の販売・保守・エンジニアリング業務)を設立(現・連結子会社) 

平成12年４月 子会社安満能軟件工程(上海)有限公司(ソフトウェア商品の開発及びコンサルティング業務)を中

国に設立 

平成12年４月 子会社シー・エス・ジェー株式会社(情報処理業務及び情報提供サービス業務)を設立(平成16年

４月１日アマノビジネスソリューションズ株式会社に商号変更。現・連結子会社) 

平成13年４月 子会社アマノ・エコ・テクノロジー株式会社(環境関連システム機器の販売・保守・エンジニア

リング業務)を設立 

平成13年８月 子会社エー・エス・イー USA Inc.(ソフトウェア商品の開発及びコンサルティング業務)を米国

に設立 

平成14年３月 株式会社武蔵電機製作所(清掃機器の生産及び販売会社)を買収(平成18年４月３日 アマノ武蔵

電機株式会社に商号変更。現・連結子会社) 

平成14年10月 オムロン株式会社から駐車場設備事業の営業を譲受け 

平成17年２月 子会社アマノ マレーシア SDN.BHD.(時間情報システム機器及び環境関連システム機器の販売会

社)をマレーシア国に設立(現・連結子会社) 

尚、この間、各種の時間情報システム機器、環境関連システム機器を開発するとともに全国各地

に順次営業所を設立、販売網を拡充した。 



３ 【事業の内容】 

当社及び子会社32社(平成18年３月31日現在)においては、時間情報システム及び環境関連システムの２部門に関係

する事業を主として行っております。 

各事業における当社及び関係会社の位置付け等は、次のとおりであります。 

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分

と同一であります。 

  

①時間情報システム事業 

 当事業の主な製品は就業情報システム・給与計算システムを中心とする情報システム機器、タイムレコーダーを中

心とする時間管理機器、並びにパーキングシステム機器であります。 

 これらの機器は、当社が生産し、国内販売を行うとともに、輸出販売を行っております。また、アマノビジネスソ

リューションズ㈱が情報処理業務および情報提供サービス業務を行っております。 

 米国地域においては、アマノ シンシナティ Inc.が生産・販売を行っており、当社から生産用部品の一部を同社に

供給しております。また、エー・エス・イー USA Inc.がソフトウェア商品の開発及びコンサルティング業務を行って

おります。 

 その他の地域においては、以下の関係会社が主として当事業の製品の販売を行っております。なお、中国において

は安満能軟件工程(上海)有限公司が、ヨーロッパ地域においてはエー・エス・イー R&D ヨーロッパ N.V.がそれぞれ

ソフトウェア商品の開発及びコンサルティング業務を行っております。 

  カナダ地域      アマノ シンシナティ カナダ Inc. 

  ヨーロッパ地域    アマノ エレクトロニクス ヨーロッパ N.V. 

  アジア地域      安満能国際貿易(上海)有限公司、アマノ コーリア Corp.、 

             アマノ タイム&エアー シンガポール PTE.LTD. 

  

②環境関連システム事業 

 当事業の主な製品は集塵機・集塵装置、粉粒体空気輸送システム、高温有害ガス除去システム、脱臭システム、電

解水生成装置及び清掃機器であります。 

 これらの機器は、当社が生産し、国内販売及び海外の一部地域において輸出販売を行っております。また、㈱武蔵

電機製作所が清掃機器の生産・販売を行い、㈱環境衛生研究所が作業環境測定、環境計量証明事業及びそれらに関連

するコンサルティング業務を、アマノ・エコ・テクノロジー㈱が環境関連システム機器の販売・保守・エンジニアリ

ング業務をそれぞれ行っております。 

 米国地域においては、パイオニア エクリプス Corp.が清掃機器及びフロアメンテナンス用ケミカル用品の生産・販

売を行っております。また、アマノ パイオニア クレジット Corp.が清掃機器等のリース業務を行っております。 

 アジア及び豪州地域においては、アマノ マレーシア SDN.BHD.及びアマノ クリーンテック(M)SDN.BHD.が集塵機・

集塵装置、粉粒体空気輸送システム等の販売及び総合エンジニアリング(企画・設計・施工等)を行っております。 

  

 ㈱エー・エム・エス、ATASサービス PTE.LTD.は駐車場の運営管理・清掃業務の請負等、上記２事業に関する請負業

務を主として行い、アマノメンテナンスエンジニアリング㈱は上記２事業に関する製品の販売・保守・エンジニアリ

ング業務を行っております。また、㈱アマノエージェンシーは当社の福利厚生業務、損害保険代理業務を行っており

ます。 

 なお、アマノ USA Inc.(持株会社)が米国４社(アマノ シンシナティ Inc.、パイオニア エクリプス Corp.、アマノ 

パイオニア クレジット Corp.、アキュタイム Corp.)の株式を保有しております。 



 事業の系統図は次のとおりであります。 
 なお、当系統図での事業区分別位置付けは、各関係会社の主たる事業で区分し図示しております。 

 
  
各関係会社は次のとおりであります。 

連結子会社 
アマノ USA Inc. 株式保有・子会社管理 
アマノ シンシナティ Inc. 時間情報システム機器の生産・販売 
アマノ シンシナティ カナダ Inc. 時間情報システム機器の販売 
タイム＆パーキング システムズ Inc. 時間情報システム機器の販売 
タイム＆パーキング ソリューションズ  
シンシナティ Inc. 

時間情報システム機器の販売 

パイオニア エクリプス Corp. 清掃機器・ケミカル用品の生産・販売 
アマノ パイオニア クレジット Corp. 清掃機器等のリース業務 
アキュタイム Corp. 時間情報システム機器の販売 
アマノ エレクトロニクス ヨーロッパ N.V. 時間情報システム機器の販売 
アマノ アジア マネジメント PTE.LTD. 子会社管理 
アマノ マレーシア SDN.BHD. 時間情報システム機器及び環境関連システム機器

の販売 
アマノ クリーンテック(M)SDN.BHD. 環境関連システム機器の販売・エンジニアリング

業務 
アマノ タイム&エアー シンガポール  
PTE.LTD. 

時間情報システム機器及び環境関連システム機器
の販売 

ATAS サービス PTE.LTD. 清掃業務の請負、駐車場の運営管理等の請負及び
関連機器の販売 



  

非連結子会社 

  
(注) １ 平成18年５月８日 アマノマネジメントサービス㈱に社名変更しております。 

２ 平成18年４月３日 アマノ武蔵電機㈱に社名変更しております。 

  

ATAS E&Cサービス(M)SDN.BHD. 清掃業務の請負、駐車場の運営管理等の請負及び

関連機器の販売 

PT. アマノインドネシア 時間情報システム機器及び環境関連システム機器

の販売 

安満能国際貿易(上海)有限公司 時間情報システム機器及び環境関連システム機器

の販売 

アマノ コーリア Corp. 時間情報システム機器及び環境関連システム機器

の販売 

㈱環境衛生研究所 作業環境測定、環境計量証明事業及びそれらに関

連するコンサルティング業務 

㈱エー・エム・エス(注)１ 駐車場の運営管理等の請負、清掃業務の請負及び

関連機器の販売 

アマノメンテナンスエンジニアリング㈱ 時間情報システム機器及び環境関連システム機器

の販売・保守・エンジニアリング業務 

アマノビジネスソリューションズ㈱ 情報処理業務及び情報提供サービス業務 

㈱武蔵電機製作所(注)２ 清掃機器の生産・販売 

㈱アマノエージェンシー 当社の福利厚生業務・損害保険代理業務 

安満能軟件工程(上海)有限公司 ソフトウェア商品の開発及びコンサルティング業

務 

エー・エス・イー USA Inc. ソフトウェア商品の開発及びコンサルティング業

務 

エー・エス・イー R&D ヨーロッパ N.V. ソフトウェア商品の開発及びコンサルティング業

務 

アマノ タイム＆パーキング スペイン SA 時間情報システム機器の販売 

アマノ・エコ・テクノロジー㈱ 環境関連システム機器の販売・保守・エンジニア

リング業務 

アマノシステムズ九州㈱ 時間情報システム機器の販売 

アマノタイムビジネス㈱ 時間情報システム機器の販売 

アットパーク コリア CO.,LTD. 時間情報システム機器の販売 



４ 【関係会社の状況】 
  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、持株会社を除き事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
２ 特定子会社に該当します。 
３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 
４ 「議決権の所有割合」欄の(  )内は、間接所有割合で内数、[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数
であります。 

５ 平成18年５月８日 アマノマネジメントサービス㈱に社名変更しております。 
６ 平成18年４月３日 アマノ武蔵電機㈱に社名変更しております。 

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

アマノ USA Inc. (注)２ 
米国 
ニュージャー
ジー州 

5,562
万 USドル 

全社的管理業
務 100.0

アマノ シンシナティ Inc.、パイオニ
ア エクリプス Corp.、アマノ パイオ
ニア クレジット Corp.、及びアキュ
タイム Corp.の持株会社である。 
役員の兼任………４名 
債務保証 

アマノ シンシナティ 
Inc. (注)２ 

米国 
ニュージャー
ジー州 

2,198
万 USドル 

時間情報シス
テム事業 

100.0
(100.0) 

当社の米国市場向け、時間情報システ
ム機器の一部の製造及び販売・修理を
行っている。 
役員の兼任………２名 

パイオニア エクリプス 
Corp.   

米国 
ノースキャロ
ライナ州 

460
万 USドル 

環境関連シス
テム事業 

100.0
(100.0) 

当社の米国市場向け、清掃機器・ケミ
カル用品の一部の製造及び販売を行っ
ている。 
役員の兼任………２名 
資金援助 

アマノ エレクトロニク
ス ヨーロッパ N.V. (注)２ ベルギー

ゲンク 
2,497

万 ユーロ 
時間情報シス
テム事業 100.0

当社の欧州市場向け、時間情報システ
ム機器の販売を行っている。 
役員の兼任………２名 

アマノ マレーシア  
SDN.BHD. 

マレーシア
スバングジャ
ヤ 

250
万 マレーシア 
リンギット 

時間情報シス
テム事業・環
境関連システ
ム事業 

100.0

当社のアセアン市場向け、時間情報シ
ステム機器及び環境関連システム機器
の販売を行っている。 
役員の兼任………４名 

アマノ クリーンテック 
(M) SDN. BHD. 

マレーシア
スバングジャ
ヤ 

20
万 マレーシア 
リンギット 

環境関連シス
テム事業 

60.0
[30.0] 

当社のアセアン市場向け、環境関連シ
ステム機器の販売並びにエンジニアリ
ング業務を行っている。 
役員の兼任………２名 

アマノ タイム&エアー 
シンガポール PTE. LTD. シンガポール 

70
万 シンガポール

ドル 

時間情報シス
テム事業・環
境関連システ
ム事業 

100.0

当社のアセアン市場向け、時間情報シ
ステム機器及び環境関連システム機器
の販売を行っている。 
役員の兼任………３名 

安満能国際貿易(上海) 
有限公司 

中国 
上海 

20
万 USドル 

時間情報シス
テム事業・環
境関連システ
ム事業 

100.0

当社の中国・香港・台湾市場向け、時
間情報システム機器及び環境関連シス
テム機器の販売を行っている。 
役員の兼任………３名 

アマノ コーリア Corp. 韓国 
ソウル 

201,000
万 ウォン 

時間情報シス
テム事業・環
境関連システ
ム事業 

100.0

当社の韓国市場向け、時間情報システ
ム機器及び環境関連システム機器の販
売を行っている。 
役員の兼任………４名 
資金援助 

㈱環境衛生研究所 静岡県浜松市 10
環境関連シス
テム事業 100.0

当社より環境関連システム機器に関す
る研究及び測定業務を受託している。 
役員の兼任………５名 

㈱エー・エム・エス (注)５ 神奈川県
横浜市港北区 80

時間情報シス
テム事業・環
境関連システ
ム事業 

68.4
[31.6] 

当社の清掃機器・パーキングシステム
機器の販売・賃貸及び建物内外の清
掃、駐車場運営管理の保守・保安業務
の請負を行っている。 
役員の兼任………９名 
資金援助 

アマノメンテナンス 
エンジニアリング㈱ (注)２ 神奈川県

横浜市港北区 30

時間情報シス
テム事業・環
境関連システ
ム事業 

70.0
[30.0] 

当社の環境関連システム機器の販売・
保守・エンジニアリング業務及び駐車
場設備機器の据付工事の請負を行って
いる。 
役員の兼任………７名 

アマノビジネス 
ソリューションズ㈱ 

神奈川県
横浜市港北区 300

時間情報シス
テム事業 

96.9
[3.1] 

当社の時間情報システムのソフトウェ
アを利用し、就業・給与・人事のアウ
トソーシングサービスを行っている。 
役員の兼任………６名 

㈱武蔵電機製作所 (注)６ 埼玉県川口市 10
環境関連シス
テム事業 100.0

当社の清掃機器の一部の製造及び販売
を行っている。 
役員の兼任………５名 

その他 10社   



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は、昭和38年６月結成され、全国金属機械労働組合に加盟しておりますが、傾向は穏健

着実で健全な労使関係を維持しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

時間情報システム事業 1,876 

環境関連システム事業 951 

全社(共通) 153 

合計 2,980 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,953 38.5 14.7 6,170,251



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油高騰の影響が心配されたものの、年間を通して景気が拡大し、企業

収益の改善、活発な設備投資、堅調な消費動向などにより好調に推移しました。 

このような経営環境下にあって当社グループは、平成17年４月からスタートした第３次中期経営計画に基づき、

「収益体質強化＆持続的成長」に向けグループ各社一丸となって、営業力強化と固定費削減、原価低減、生産性向

上など、コスト競争力強化に取り組んでまいりました。 

業績は、売上高797億43百万円(前年同期比9.0％増)、営業利益95億37百万円(同5.1％増)、経常利益95億81百万円

(同7.0％増)となりました。特別利益に固定資産売却益３億32百万円を含め４億22百万円を計上し、特別損失には、

工場移転費用２億12百万円を含め３億２百万円を計上しました。その結果、当期純利益は59億15百万円(同15.8％

増)となり、増収・増益を確保することができました。 

なお、特別利益の固定資産売却益には、米国連結子会社の工場統合による、アナハイム工場の土地・建物の売却

益を含んでおります。また、特別損失の工場移転費用は、同工場のオハイオ工場への移転に係る費用であります。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 時間情報システム事業 

当事業部門の売上高は523億27百万円(前年同期比8.4％増)、営業利益は90億43百万円(前年同期比1.8％増)とな

りました。 

情報システムは、国内市場は労働基準監督署の労働時間に対する指導強化が継続していることに加え、個人情

報保護法等によるコンプライアンス意識が社会的に高まり、企業における就業情報のシステム化見直しのための

活発な需要が続いております。また、自治体を中心とした公共市場においても、民間企業同様のシステム化の導

入が中核自治体を中心に促進され、年々市場が拡大しております。当社は需要の裾野が中小規模の企業まで拡大

する市場環境の中で、ICカードを中心とした就業管理及びドア管理(入室)対策の総合的なソリューション提案に

注力してまいりました。当連結会計年度は、このような背景のもと、積極的な設備投資を続ける製造業や景気回

復による小売・販売業からの受注が業績全体を牽引し、前連結会計年度に比べ就業システム分野で10億93百万円

増収(前年同期比13.1％増)、入室システム分野で３億55百万円増収(同45.4％増)と大きく実績を伸ばしました。

品目別には、ターミナル機器は前連結会計年度に比べ７億56百万円増収(同15.6％増)、ソフトウェアは大規模ソ

リューション物件の売上増が寄与して７億２百万円増収(同19.7％増)、メンテ・サプライは、保守契約が堅調に

伸びたことに加え、ICカードへの需要が高まり２億25百万円増収(同9.4％増)となりました。海外は、北米・欧

州・アジアの全域が増収となり、全体では11億52百万円(同27.4％増)となりました。 

時間管理機器は、国内タイムレコーダー市場は景気回復を背景として回復基調を示しておりますが、顧客層

は、低価格帯の標準機を使用する層とシステム化へ移行する層への二極化が進んでおります。国内の実績は、パ

ソコン用集計ソフト付タイムレコーダー「TimeP@CK」が好調に推移しましたが、顧客層の二極化もあって全体で

はわずかながら減収となりました。輸出は、タイムレコーダーが、台数、金額とも大幅伸長となりましたが、タ

イムスタンプなどの減少により全体では微増にとどまりました。海外の実績は、北米は為替換算レートの変動に

より増収(現地通貨ベースでは減収)、欧州は競争激化が続き減収、アジアは台湾向けが好調で増収、全体では為

替換算レートの変動要因も加わり31億70百万円(前年同期比9.8％増)となりました。 

パーキングシステムは、国内市場はETC(道路通行料自動徴収システム)、SUICA・EDY他、電子マネー及びクレジ

ットカード等の決済手段の多様化、自治体の指定管理者制度導入や駐車違反取締り業務の民間委託開始、自転車



駐輪場やバイク駐車場の附置義務化など、当事業を取り巻く市場環境は急激に変化しております。当社はこの

ような市場環境の中、市場変化に対応した営業体制の強化とともに、市場ニーズを先取りしたシステム開発に注

力してまいりました。当連結会計年度は、大規模駐車場等の大型案件数が前連結会計年度に比べ減少したことに

加え、前連結会計年度から続いた新札発行に伴う紙幣リーダーの交換需要も、昨年９月で終了したことが主な要

因となり、実績は３億２百万円の減収(前年同期比1.3％減)となりました。品目別には、システム機器は前連結会

計年度に比べ１億42百万円増収(同1.0％増)、メンテ・サプライは１億82百万円減収(同2.3％減)となりました。

メンテ・サプライの減少は、新札発行による紙幣リーダーの交換需要が前連結会計年度に比べ44％減と大きく減

少したことによります。なお、グループ子会社、㈱エー・エム・エスが事業展開する駐車場の管理・受託事業は

前年同期比19％増と堅調に実績を伸ばしております。海外の実績は、北米は精算機の需要が堅調に推移し、前年

同期比45.0％増収、欧州は若干の減収、アジアは韓国での実績が好調に推移し同54.6％増となり、全体では54億

94百万円(同39.2％増)となりました。 

  

② 環境関連システム事業 

当事業部門の売上高は274億15百万円(前年同期比10.2％増)、営業利益は28億44百万円(前年同期比22.3％増)と

なりました。 

環境システムは、国内の製造業を中心とした好調な設備投資に支えられ、幅広い業種からの需要拡大が継続し

ております。当連結会計年度は、汎用機部門は掃除機・小型集塵機・小型オイルミストコレクターともに大きく

伸長しました。さらに、メンテナンス事業への営業力強化により、同事業の売上が大幅に伸長し、増収に寄与し

ました。品目別には、前連結会計年度に比べ汎用機が８億58百万円増収(前年同期比15.5％増)、大型システムは

１億33百万円増収(同2.4％増)、メンテ・サプライは５億74百万円増収(同20.0％増)と、それぞれ実績を伸ばしま

した。海外の実績は、中国及びマレーシアでの営業体制の強化・拡充により、日系企業を中心に需要が拡大し、

アジア地域全体で８億51百万円(同36.3％増)と大幅増収となりました。なお、北米、欧州での当事業の実績はあ

りません。 

クリーンシステムは、国内市場は製造業においては工場内のクリーン化ニーズが高まり需要が顕在化してまい

りました。一方、ビルメンテナンス業界では、清掃コスト削減のため中型・大型機への移行が顕著となっており

ます。また、大手スーパーや大規模商業施設では、フロアの用途に合わせ、カーペットやセラミック等の床材を

導入するなど多様化が始まってまいりました。コンビニエンス業界においても床材の変更が始まっております。

このような市場環境の中、当連結会計年度の実績は、品目別には、清掃機器が前連結会計年度に比べ62百万円減

収(前年同期比1.8％減)、メンテ・サプライは１億70百万円増収(同6.1％増)となりました。清掃機器の減収は、

欧州向け輸出の減少とコンビニエンス業界における床材変更による需要減少によるものであります。海外の実績

は、北米は為替換算レートの変動要因も加わり前年同期比18.0％増と大幅増収、欧州・アジア地域は減収とな

り、全体では31億96百万円(同14.2％増)となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

売上高は658億78百万円(前年同期比6.3％増)、営業利益は113億17百万円(前年同期比5.2％増)となり、増収・

増益となりました。増収の主な要因は、時間情報システム事業では、情報システム事業が自治体を中心とした公

共市場での市場拡大、ICカードによる就業管理や入室管理の総合的なソリューション提案により大きく実績を伸

ばし、前年同期比15.9％の増収となったことがあげられます。環境関連システム事業では、環境システムが好調

な設備投資に支えられ、併せてメンテナンス事業への営業力強化が寄与し、前年同期比11.7％の増収となったこ

とも要因の一つであります。利益面では、増収効果に加え、原材料・外注費等のコスト削減や生産性向上等の取

り組みによる粗利益率向上が増益の主な要因となっております。 



  

② アジア 

売上高は34億99百万円(前年同期比34.5％増)、営業利益は３億84百万円(前年同期比23.9％増)となり、増収・

増益となりました。部門別ではパーキングシステムが前年同期比54.6％増収、環境システムが36.2％の増収とな

り、この２部門が増収を牽引しました。国別では、中国における環境システムが、営業体制の強化・拡充により

前年に引き続き日系企業を中心に需要が堅調に推移した結果、実績を伸ばしました。韓国においてはパーキング

システムが、市場拡大を背景に全自動精算機の受注及び駐車場の管理・受託事業が好調に推移し、前年に引き続

き実績を大きく伸ばしました。また、シンガポール・マレーシアにおいても、パーキングシステム、環境システ

ムを中心に堅調に実績を伸ばしました。利益面では、中国での環境システムの大幅伸長が増益に貢献しました。 

  

③ 北米 

売上高は90億18百万円(前年同期比25.8％増)、営業利益は１億40百万円(前年同期比65.5％増)となり、増収・

増益となりました。部門別ではパーキングシステムが、新型精算機の需要が好調に推移した結果、前年同期比

45.0％増収となりました。また、時間管理機器は12.0％増、クリーンシステムは18.0％増とそれぞれ為替換算レ

ートの変動も加わり増収となりました。利益面では、パーキングシステムの業績好調が増益の主な要因となって

おります。 

  



④ 欧州 

売上高は13億47百万円(前年同期比3.1％減)、営業利益は98百万円(前年同期比22.5％増)となり、減収・増益と

なりました。減収の主な要因は、パーキングシステムが前年同期比13.9％減収となったことによるものですが、

これは前期に大型物件の受注があったことによるものであります。一方、情報システムは、新製品投入等により

需要が回復し、前年同期比28.0％の増収となりました。利益面では、情報システムの実績伸長と継続的な販売経

費の抑制が増益の主な要因となっております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、法人税等の支払額の増加が主な要因となり、前連

結会計年度末に比べ４億97百万円(1.4％)減少し、当連結会計年度末には344億２百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、60億48百万円と前年同期と比べ39億91百万円

(39.8％)の減少となりました。これは、主に仕入債務の減少、法人税等の支払額の増加等によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、△42億79百万円と前年同期と比べ30億25百万円

(241.0％)の支出増となりました。これは、主に投資有価証券の取得による支出の増加、投資有価証券の売却・償還

による収入の減少等によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、△21億33百万円と前年同期と比べ６億97百万円

(48.6％)の支出増となりました。これは、主に長期借入金の返済による支出、配当金の支払額の増加等によるもの

であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、平均販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

製品は見込み生産でありますが、一部製品に付帯する部品等は受注に応じて生産しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

時間情報システム事業 24,533 ＋6.0 

環境関連システム事業 15,136 ＋8.3 

合計 39,670 ＋6.8 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

時間情報システム事業 52,327 ＋8.4 

環境関連システム事業 27,415 ＋10.2 

合計 79,743 ＋9.0 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、「TIME & ECOLOGYの事業領域重視／本業強化」「得意な事業領域におけるニッチトップ」「不断

のリストラ」「キャッシュ・フローをベースとした経営」を４つの不変の戦略として継続しながら、時代の変化に対

応し、変り続けることを伝統としております。この４つの基本戦略をもとに、平成17年４月から３ヵ年の第３次中期

経営計画をスタートさせました。 

計画最終年度の平成20年３月期に売上高900億円、営業利益116億円、連結売上高営業利益率13％以上、ROE(株主資

本当期純利益率)8.5％、１株当たり連結当期純利益88円以上の実現に向けて注力してまいります。 

具体的な事業課題につきましては、以下のとおりであります。 

  

１ 時間情報システム事業 

情報システム事業は、民間企業に加え自治体を中心とした公共企業体などにおいて就業情報の見直しによるシス

テム化や新規導入などの需要が高まっております。また、セキュリティ分野においても個人情報保護法施行に伴

い、個人情報を取扱う特定オフィスへのアクセス制御(ドアセキュリティ)などの需要が増大し、市場が活性化して

おります。このような市場環境を追い風ととらえ、営業力と商品力の一層の強化・拡充により大規模企業向けや公

共市場向け就業ソリューションビジネスの拡大を図るとともに、ドアセキュリティ分野においても同様に事業の拡

大を図ってまいります。また、当事業の収益性向上策として、ソリューションビジネスにおけるシステムのソフト

ウェアの標準化によるコストダウンを推進し、収益力の維持・向上を図ってまいります。 

パーキングシステム事業は、駐車料金の決済手段の多様化、駐車違反取締りの民間委託開始、自転車駐輪場のシ

ステム化やバイク駐車場の附置義務化など、市場環境は急激に変化しております。このような市場環境において、

放置自転車問題により顕在化してきた駐輪場市場へのシステム導入及びバイク駐車場への対応を強化するととも

に、拡大が続く管理・経営受託市場への総合提案力を強化し事業拡大を図ってまいります。 

海外市場においては、北米、ヨーロッパ、アジア各市場でのトップシェア獲得をめざし、営業力と商品力の強化

を図り事業拡大をめざしてまいります。 

  

２ 環境関連システム事業 

環境システム事業は、工場における環境関連法規制への対応強化や環境負荷低減に向けた環境経営が、企業の社

会的責任として強く求められております。このような市場環境の中で、環境負荷低減に対応した新製品の開発、工

作機械の小型化・多様化に対応した新製品の市場投入、また、メンテナンス事業の拡大をめざし、グループ会社と

一体となったアスベスト等有害粉塵の調査、分析等のコンサルティングから設計・施工、メンテナンスまでのトー

タルソリューションを提案し、事業規模の拡大を図ってまいります。 

海外市場においては、日系自動車関連企業の中国をはじめとするアジア市場への海外進出に対応し、現地での営

業力・エンジニアリング体制の強化を推進してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者に重要な影響を及ぼす可能性の

あると想定される事項には、以下のものがあります。 

なお、当社グループは、現在及び将来における事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項につ

いては、可能な限りこれらを想定した中でリスク要因の排除、対応に注力し事業活動を行っております。 

また、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月29日)現在において当社が判断したものでありま

す。 

  

① 経営環境等の変化による収益への影響 

当社グループは、蓄積した独自技術とノウハウにより高品質な製品やサービス、ソリューションを顧客に提供

し、各事業領域において日本をはじめ北米、欧州、アジア各地域で高い市場シェアを占め、グローバルな事業展開

を行っております。 

当社グループの平成18年３月期における事業部門別売上高の構成比は、時間情報システム事業が65.6％、環境関

連システム事業が34.4％の割合となっております。営業利益への貢献割合につきましては、配賦不能経費控除前で

時間情報システム事業が76.1％、環境関連システム事業が23.9％となっております。また、直近５カ年間の平均値

を用いた場合でも、時間情報システム事業は売上高で64.6％、営業利益で76.9％を占めております。 

以上のように、当社グループの業績を占める時間情報システム事業の割合は高く、その成長性が将来の業績に大

きな影響を及ぼすものと認識しております。時間情報システム事業は、情報システム、時間管理機器、パーキング

システムの３つの事業から成り立っております。 

これらの市場は比較的小規模であることから、主要市場の日本においてはメーカー数が少数固定化し新規参入が

ほとんどなく、また、外資企業による直接的な参入もありません。また、海外においても同様な状況となっており

ます。 

将来のリスク要因としては、時間情報システム事業の各事業において、需要構造の激変、新市場の創出等により

市場拡大が見込まれると予測された場合、異業種からの参入または強力な競争相手の参入が予想されます。この場

合、競争相手が当社グループを凌駕する革新的な製品やソリューションをもって参入してきたとき、当社グループ

の市場優位性が低下し、業績へ重大な影響を与えることがあります。 

  

② 情報セキュリティ 

当社グループでは、システムソリューションの提案やASP(Application Service Provider)事業を展開するため

に、顧客及び顧客からお預りした個人情報等の機密情報を取り扱っております。そのため、機密情報管理体制の整

備、社員教育の徹底や情報漏洩防止ソフトウェアの使用等により、ネットワークを通じた機密情報への侵入、情報

データの持ち出し等による機密情報の漏洩を防止するよう、個人情報保護管理委員会を設け万全を期しております

が、予期せぬ事態が発生し、これらの情報が外部に漏洩された場合、信用の低下等により、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループにおける研究開発活動は、時間情報システム機器と環境関連システム機器に分け関係会社間で行って

おります。 

時間情報システム機器については、当社及びアマノ シンシナティ Inc.、アマノ エレクトロニクス ヨーロッパ 

N.V.並びにアマノ タイム＆エアー シンガポール PTE.LTD.の各会社間で北米地域、欧州地域、アジア・オセアニア地

域におけるタイムレコーダー、就業情報・給与計算・人事情報システム、駐車場管理システムのソフト・ハードの相

互供給体制と販売促進・保守体系を確立するため、国際バージョンの商品及び関連技術の共同開発を行っておりま

す。 

環境関連システム機器については、集塵機、粉粒体空気輸送システム、排気ガス処理システム、脱臭システム等

は、グループ各社の技術・市場情報を基に当社が商品並びに技術開発を行っております。クリーンシステム機器は、

当社とパイオニア エクリプス Corp.がグローバルプロジェクト体制で機器並びにケミカル用品の開発を行っておりま

す。 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は23億46百万円であります。 

また、当連結会計年度の事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

  

① 時間情報システム事業 

当事業における研究開発は、将来の最も重要な要素技術として次世代タイムビジネスの研究を重ねてまいりまし

た。すでに施行された「ｅ-文書法」に加え「新会社法」の施行に伴い、電子データに対する信頼性確保はますます

重要な課題となりました。(財)日本データ通信協会が創設した「タイムビジネス信頼・安心認定制度」で『時刻配

信業務』及び『時刻認証業務』の双方で第１号認定を取得し、多様なニーズに対応できるようe-timing関連の研究

開発を幅広く推進し、商品ラインナップの充実を図っております。 

情報システムについては、個人情報保護法や市場における多様な法令遵守に係るニーズに対応するため、就業管

理システムとセキュリティシステムを連動した次世代就業ITソリューション開発を推進しております。 

時間管理機器については、PC連動タイムレコーダー「TimeP@CK」が堅調に推移しており、引き続きPCに親和性の

高い関連商品の開発を推進してまいります。 

パーキングシステムについては、IT技術を駆使し「アマノが創る、駐車場の未来」をコンセプトにETCをはじめと

する次世代駐車場ソリューションシステムの開発を推進しております。また、道路交通法の改正に伴う新しいニー

ズに対応した新出口精算機「GTシリーズ」やフラップ式精算機「FTシリーズ」、さらに駐輪場向けとして「UT-4800

シリーズ」の市場投入を開始いたしました。 

当事業に係る研究開発費は17億49百万円であります。 

  



② 環境関連システム事業 

当事業における研究開発は、新分野・事業領域拡大に重点を置いて推進しております。 

環境システムについては、新分野でのニーズに呼応すべく基盤実装・加工等の集塵用途やレーザーマーカ一等に

対応した小型集塵機「VF-2S」及び「VF-5HN」を市場投入いたしました。さらに、トナー製造等における粉じん爆発

対応小型集塵機「VF-2LD」を新たに商品化し、ダイキャストマシン環境改善用途の大型電気集塵機をシリーズ化い

たしました。新事業領域であるVOC排出規制対応として、塗装ブース用大型VOC除去機「VRT」及び溶剤使用工程用小

型VOC除去機「VRC」をそれぞれ商品化いたしました。また、危険化学物質等を集塵するマシンにおけるメンテナン

ス作業の安全性を確保したタッチフリーパウダーコレクター「TFPシリーズ」を商品化いたしました。 

クリーンシステムについては、市場において床材が従来のPタイルからカーペットやセラミックタイルへ移行して

いくことに対応し、カーペット清掃・洗浄機「CW-660RT」「CWS-500」を商品化いたしました。引き続き新たな床材

に対応した清掃システム・機器の研究開発を推進してまいります。また、既存商品の強化策として主力洗浄機にお

けるスキージーの高機能化、ファクトリーモデルのリニューアル実施、洗浄機の上位モデル「SE-640N」の商品化を

いたしました。 

電解水生成装置については、従来の食品衛生分野に加え、環境負荷低減効果が期待される工業洗浄や清掃機の洗

浄水用途としての商品開発を推進しております。アルカリ洗浄水生成装置「δ1500K」や工業洗浄用途向けの大流量

タイプ「Σ7000」を商品化いたしました。さらに、工業洗浄排水負荷低減を目的とした排水処理技術開発も推進し、

平成19年３月期中の商品化を予定しております。 

当事業に係る研究開発費は５億97百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表の作成にあたって、当連結会計年度末日における資産・負債の報告金額並びに当連結会計

年度における収益・費用の報告金額に関する見積り、判断及び仮定を使用する必要があります。その詳細は第５

［経理の状況］１[連結財務諸表等]「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご参照ください。 

  

(2) 財政状態の分析 

当社グループの当連結会計年度における財政状態は以下のとおりであります。 

(流動資産) 

流動資産の残高は651億５百万円となり、前年同期に比べ７億85百万円の増加となりました。これは法人税及び

配当金の支払増により現金及び預金が前年同期に比べ４億97百万円減少したものの、売上増により売掛債権が同

６億44百万円増加したことが主な要因であります。 

(固定資産) 

固定資産の残高は401億57百万円となり、前年同期に比べ37億30百万円の増加となりました。これは新たな有価

証券の取得及び評価差額が増加したことにより投資有価証券が前年同期に比べ26億９百万円増加したことが主な

要因であります 

(流動負債) 

流動負債の残高は203億23百万円となり、前年同期に比べ17億54百万円の減少となりました。これは前連結会計

年度における売上増に対応した仕入金額増加分が決済されたことにより買掛債務が前年同期に比べ17億18百万円

減少したことが主な要因であります。 

(固定負債) 

固定負債の残高は57億21百万円となり、前年同期に比べ４億63百万円の増加となりました。これは長期借入金

が前年同期に比べ２億89百万円増加したことが主な要因であります。 

(資本) 

資本の残高は787億32百万円となり、前年同期に比べ56億88百万円の増加となりました。これは大幅増益により

利益剰余金が前年同期に比べ37億40百万円増加したことが主な要因であります。 

  

(3) 経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度における売上高は797億43百万円(前年同期比9.0％増)、営業利益は95億37百万円

(同5.1％増)、経常利益は95億81百万円(同7.0％増)、当期純利益は59億15百万円(同15.8％増)となりました。 

当連結会計年度の経営成績は、引き続き増収・増益を確保することができました。とくに情報システム事業で

は、大規模企業や公共市場での大型受注が堅調に推移し、加えてICカードを利用したドアセキュリティの需要が高

まった結果、就業システム分野で前年同期比13.1％増、入室システム分野で同45.4％増と大幅な増収となりまし

た。また環境システム事業では、好調な設備投資に支えられ小型集塵機などの汎用機が前年同期比15.5％増と大き

く伸長しました。さらにメンテナンス事業への営業強化によりメンテ・サプライが同20.0％増と大幅伸長したこと

も増収の要因となりました。増益の要因としては、増収効果による粗利益増、システム物件における粗利益率の改

善等があげられます。 

なお、事業別の分析は、第２［事業の状況］１[業績等の概要］(1) 業績の項目をご参照ください。 

  

(4) 事業戦略展開 

これらの状況を踏まえて、当社グループは「収益力：収益力の向上・拡大」「成長力：新たな成長ドライブ」を



経営コンセプトに掲げ、持続的成長をめざして以下の重点課題に取り組んでまいります。 

① 情報システム事業 

・就業SIソリューションビジネスの営業強化と標準化促進 

・公共市場への営業強化 

・入室市場への営業強化 

・ICカードビジネスの体制強化 

② 時間管理機器事業 

・「TimeP@CK」商品力強化 

・「集計機能付タイムレコーダー」商品力強化 

・タイムレコーダー環境(RoHS)対応推進 

③ パーキングシステム事業 

・ハード＋ソフト＋サービスと管理・経営受託の総合力強化 

・既存顧客への提案営業力強化 

・駐輪場システム商品力強化 

④ 環境システム事業 

・メンテ・サプライビジネスの体制強化 

・工業用洗浄(アルカリ性電解水)ビジネスの営業体制強化 

・汎用製品(脱臭・VOC)の販売促進強化 

・中国・アジア市場向け体制強化 

⑤ クリーンシステム事業 

・大型スーパー、コンビニエンスストアへの提案力強化 

・カーペット市場向け商品力及び提案力の強化 

・ファクトリー市場向け営業力の強化 

・清掃洗浄システム市場(環境負荷低減アルカリ電解水)の開拓強化 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、顧客ニーズに適合した高品質な製品と充実したサービスを提供するため、

新しい製品分野における製造設備や販売・メンテナンスにおける営業設備の拡充に重点を置き、併せて省力化、合理

化及び製品の信頼性向上のための投資を行っております。当連結会計年度の設備投資(有形固定資産受入ベースの数

値。金額には消費税等は含まれておりません。)の内訳は、次のとおりであります。 

  

  

当連結会計年度においては、時間情報システム事業、環境関連システム事業ともに、型工具を中心とする新製品の

製造設備への投資を中心に実施いたしました。また、工場の省力化、合理化及び製品の信頼性向上のための設備投資

も併せて推進しております。 

全社(共通)においては、情報インフラ設備及び新事務所建設並びに老朽化した建物設備の改修等を中心とする投資

を実施いたしました。主要な設備としては、アマノ GALAXYビル隣接地における新事務所(平成17年７月着手 平成18

年４月竣工、総工費４億30百万円)の投資が挙げられます。  

また、所要資金は、自己資金を充当しております。 

なお、当連結会計年度において、以下の生産設備を売却いたしました。 

  

  

時間情報システム事業 1,614百万円

環境関連システム事業 633 

計 2,248 

全社(共通) 46 

合計 2,294 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別

セグメントの

名称 
設備の内容

帳簿価格(百万円) 

建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地 
(面積千㎡) 

合計 

アマノ シンシナティ Inc. 
アナハイム工場 
(カリフォルニア州) 

時間情報

システム事

業 
生産設備 95 ―

135 
(4)

231 



２ 【主要な設備の状況】 

当連結会計年度末における状況は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 
  

  

(2) 在外子会社 
  

(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 在外子会社の数値は連結決算数値であります。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

５ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は下記のとおりであります。 

(1) 提出会社 
  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

本社及び横浜工場 
(横浜市港北区) 

時間情報 
システム事業 
  
全社的管理業
務 

生産設備 
その他設
備 

1,972 191
419
(17)

450 3,033 646

細江工場 
(静岡県浜松市細
江町) 

環境関連 
システム事業 

生産設備 1,381 491
129
(60)

175 2,176 269

津久井工場 
(神奈川県相模原
市津久井町) 

時間情報 
システム事業 

生産設備 491 341
1,127
(16)

247 2,207 89

都田工場 
(静岡県浜松市新
都田) 

時間情報 
システム事業 
  
環境関連 
システム事業 

生産設備 
開発設備 

1,159 119
739
(19)

23 2,042 60

全国営業所 
(―――) 

時間情報 
システム事業 
  
環境関連 
システム事業 

営業設備 3,226 72
1,572
(10)

49 4,920 387

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) その他 合計 

アマノ シ
ンシナティ 
Inc. 

オハイオ工場 
(米国オハイ
オ州) 

時間情報 
システム事業 生産設備 344 60

56
(26)

6 468 63

パイオニア 
エクリプス 
Corp. 

本社及び工場 
(米国ノース
キャロライナ
州) 

環境関連 
システム事業 

生産設備 
その他設備 284 122

109
(157)

65 581 113

アマノ エ
レクトロニ
クス ヨー
ロッパ   
N.V. 

本社及び営業
所 
(ベルギー 
ゲンク) 

時間情報 
システム事業 

営業設備 
その他設備 224 6

40
(41)

7 279 40

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 台数
契約期間又は
リース期間 

賃借料又は 
リース料 
(百万円) 

リース契約 
残高 
(百万円) 

東京営業所 
(東京都中央区) 

時間情報 
システム事業 
  
環境関連 
システム事業 

営業所事務室 ─ ２年間
年間賃借料 

194 ─

全国営業所 
(―) 

時間情報 
システム事業 
  
環境関連 
システム事業 

営業車両 532 ４年間
年間リース料 

77 118



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの 
名称 

設備の 
内容 

投資予定額
資金調達
方法 着手年月

完了予定 
年月 

完成後の
増加能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 

提出会社 

横浜工場 
(横浜市港北区) 

時間情報 
システム事業 生産設備 182 ─ 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 設備の更新

細江工場 
(静岡県浜松市 
細江町) 

環境関連 
システム事業 

事務所 
新築 800 ─ 自己資金 平成18年11月 平成19年12月 ─ 

生産設備 300 ─ 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 

他品質向上
のための投
資で、能力
の増加は殆
どない。 

津久井工場 
(神奈川県 
相模原市 
津久井町) 

時間情報 
システム事業 生産設備 319 ─ 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 

都田工場 
(静岡県浜松市 
新都田) 

環境関連 
システム事業 生産設備 8 ─ 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 

東京営業所他 
(東京都 
中央区他) 

時間情報 
システム事業 営業設備 25 ─ 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 

営業設備の
更新等 環境関連 

システム事業 営業設備 7 ─ 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 

本社 
(横浜市港北区) 全社的管理業務

事務所 
新築 150 ─ 自己資金 平成18年４月 平成18年４月 ─ 

情報イン
フラ設備
他 

81 ─ 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 
管理部門に
係る資産の
更新等 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 利益による自己株式消却のための減少であります。 

２ 自己株式の消却による減少であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 185,476,000

計 185,476,000

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 81,257,829 81,257,829

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

完全議決権株式で
あり、権利内容に
何ら限定のない当
社における標準と
なる株式 

計 81,257,829 81,257,829 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日(注)1 

△3,580,000 88,801,829 ― 18,239 ― 19,292

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日(注)2 

△5,000,000 83,801,829 ― 18,239 ― 19,292

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日(注)2 

△2,544,000 81,257,829 ― 18,239 ― 19,292

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

― 81,257,829 ― 18,239 ― 19,292

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

― 81,257,829 ― 18,239 ― 19,292



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式1,167,156株は、「個人その他」に11,671単元及び「単元未満株式の状況」に56株含めて記載しております。な

お、自己株式1,167,156株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数も同株式数であります。 

２ 平成17年８月２日開催の取締役会決議により、１単元の株式数は平成17年10月３日付をもって1,000株から100株となって

おります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) ㈱UFJ銀行は、平成18年１月１日をもって㈱東京三菱銀行と合併し、㈱三菱東京UFJ銀行となりました。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

─ 85 37 241 212 6 20,761 21,342 ―

所有株式数 
(単元) 

─ 422,383 15,696 73,176 121,568 12 178,524 811,359 121,929

所有株式数 
の割合(％) 

─ 52.06 1.93 9.02 14.98 0.00 22.01 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

第一生命保険(相) 東京都千代田区有楽町１―13―１ 6,700 8.25

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱信託口 

東京都中央区晴海１―８―11 6,109 7.52

㈶天野工業技術研究所 静岡県浜松市細江町気賀7955―98 6,071 7.47

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱信託口 

東京都港区浜松町２―11―３ 4,157 5.12

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１―１―５ 3,900 4.80

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１―６―６ 3,743 4.61

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 3,000 3.69

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１―２―１ 2,948 3.63

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１―２―10 1,914 2.36

資産管理サービス信託銀行㈱ 
証券投資信託口 

東京都中央区晴海１―８―12 1,652 2.03

計 ― 40,198 49.47



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が56株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,167,100 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

79,968,800 
799,688 同上 

単元未満株式 
普通株式 

121,929 
― 同上 

発行済株式総数 81,257,829 ― ― 

総株主の議決権 ― 799,688 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
アマノ株式会社 

横浜市港北区大豆戸町 
275番地 

1,167,100 ─ 1,167,100 1.44

計 ― 1,167,100 ─ 1,167,100 1.44



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、自己株式取得方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、定時株主総会終

結時に在任する取締役及び当社幹部従業員に対して付与することを、平成12年６月29日の第84回定時株主総会及び

平成13年６月28日の第85回定時株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

＜平成12年６月29日決議分＞ 

  

(注) 株式の分割及び時価を下回る価額で新株式を発行するときは、次の算式により譲渡価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

  

＜平成13年６月28日決議分＞ 

  

(注) 株式の分割及び時価を下回る価額で新株式を発行するときは、次の算式により譲渡価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

  

決議年月日 平成12年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 
取締役19名
幹部従業員19名 

株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 
取締役に対し、上限30,000株、下限20,000株、計485,000株 
幹部従業員に対し、上限15,000株、下限3,000株、計171,000株 

譲渡価額(円) 1,244円(注)

権利行使期間 平成15年４月１日～平成20年３月31日

権利行使についての条件 
退任時及び退職時も権利存続
権利の相続は可能 
権利の譲渡、質入れその他処分の禁止 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
譲渡価額 

＝ 
調整前 
譲渡価額 

× 
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

決議年月日 平成13年６月28日

付与対象者の区分及び人数(名) 
取締役４名
幹部従業員33名 

株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 
取締役に対し、上限7,000株、下限3,000株、計18,000株 
幹部従業員に対し、上限15,000株、下限2,000株、計139,000株 

譲渡価額(円) 941円(注) 

権利行使期間 平成16年４月１日～平成21年３月31日

権利行使についての条件 
退任時及び退職時も権利存続
権利の相続は可能 
権利の譲渡、質入れその他処分の禁止 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
譲渡価額 

＝ 
調整前 
譲渡価額 

× 
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する配当政策は最重要課題のひとつとして位置づけ、利益還元策として、普通配当年間22円(中間

11円、期末11円)を安定的に継続実施し、さらに業績に応じた適正な成果配分、機動的な自己株式取得を行うことを基

本としております。 

配当は、連結での配当性向35％以上を基準に決定するものとし、中期的には株主資本配当率2.5％以上を目標に努め

てまいりたいと存じます。 

当期の期末配当金につきましては、上記の基本方針に基づき、業績を勘案し、中間配当金と同額の13円とさせてい

ただくことに決定いたしました。これにより年間配当金は、既に実施いたしました中間配当金１株当たり13円とあわ

せ、年間26円となります。 

この結果、当期の配当性向は39.7％、株主資本配当率2.6％、株主資本利益率は6.8％となります。 

また、当期の内部留保金につきましては、既存事業の領域拡大・強化、成長事業分野への戦略的投資および研究開

発活動のほか、コスト削減、品質向上のための生産設備合理化など、経営体質強化のために有効投資してまいりたい

と存じます。 

(注) 第90期中間配当についての取締役会の決議年月日 平成17年11月７日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 1,060 950 936 1,223 2,490

最低(円) 611 585 576 765 1,066

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,910 2,015 2,290 2,490 2,465 2,080

最低(円) 1,641 1,753 1,910 2,060 1,960 1,822



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役会長 
  

代表取締役 
  甲 本 恭 彬 昭和14年２月28日生

昭和37年４月 当社入社 

112

昭和57年７月 総務部長 

昭和58年６月 取締役就任 

昭和62年６月 常務取締役就任 

平成元年６月 専務取締役就任 

平成５年３月 代表取締役社長就任 

平成12年４月 アマノ エレクトロニクス ヨーロ

ッパN.V. 代表取締役会長就任 

(現任) 

平成15年４月 代表取締役会長就任(現任) 

取締役社長 
  

代表取締役 
  春 田   薫 昭和26年９月26日生

昭和51年４月 当社入社 

40

昭和63年４月 近畿地域販売部長兼大阪営業所長 

平成11年４月 経営企画室長兼総務本部長 

平成11年６月 取締役就任 

平成14年４月 常務取締役就任 

平成15年４月 代表取締役社長就任(現任) 

専務取締役 
  

代表取締役 
事業本部総括 水 島 宜 典 昭和20年12月26日生

昭和46年３月 当社入社 

35

昭和61年10月 九州販売部長兼福岡、北九州営業

所長 

平成元年６月 取締役就任 

平成11年４月 常務取締役就任 

平成12年４月 事業本部総括(現任) 

平成15年４月 代表取締役専務就任(現任) 

取締役 
兼専務 
執行役員 

地域営業本部 
総括 野 田 修 治 昭和22年２月３日生

昭和45年６月 当社入社 

8

昭和61年10月 中四国地域販売部長兼広島営業所

長 

平成７年６月 取締役就任 

平成12年４月 地域営業本部総括(現任) 

平成12年４月 常務取締役就任 

平成17年４月 取締役兼専務執行役員就任(現任) 

取締役 
兼常務 
執行役員 

横浜・津久井 
事業所、上海
生産部総括兼 
横浜事業所長 

鈴 木   豊 昭和23年１月12日生

昭和45年４月 当社入社 

10

昭和62年４月 津久井工場長 

平成３年６月 取締役就任 

平成４年６月 取締役退任 

平成９年６月 取締役就任 

平成13年４月 横浜・津久井事業所総括兼横浜事

業所長 

平成14年４月 常務取締役就任 

平成17年４月 取締役兼常務執行役員就任(現任) 

平成17年４月 横浜・津久井事業所、上海生産部

総括(現任) 

平成18年４月 横浜事業所長(現任) 

取締役 
兼常務 
執行役員 

管理本部長 上 野 敬 三 昭和20年３月24日生

昭和42年４月 当社入社 

18

平成２年４月 人事部長 

平成５年４月 管理部長 

平成９年６月 取締役就任 

平成16年４月 管理本部長(現任) 

平成16年４月 常務取締役就任 

平成17年４月 取締役兼常務執行役員就任(現任) 

取締役 
兼常務 
執行役員 

資材本部長 海 野 和 男 昭和21年９月４日生

昭和44年４月 当社入社 

9

平成元年４月 総務部長 

平成９年６月 取締役就任 

平成11年４月 近畿営業本部長 

平成16年４月 資材本部長(現任) 

平成16年４月 常務取締役就任 

平成17年４月 取締役兼常務執行役員就任(現任) 



  

(注) １ 監査役 澤田辰幸及び若林寛夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 当社では、経営と業務執行に関する機能と責任を明確化し、意思決定の迅速化と効率化をはかるため、執行役員制度を導

入しております。執行役員の陣容は次のとおりであります。 
  

※印の各氏は、取締役を兼務しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株) 

取締役 
兼執行役員 

総務本部長 小 山   稔 昭和29年９月12日生

昭和52年４月 当社入社

11

平成３年３月 横浜工場長

平成11年４月 横浜資材本部長

平成13年６月 取締役就任

平成16年４月 総務本部長(現任)

平成17年４月 取締役兼執行役員就任(現任) 

常勤監査役   川 田 勝 大 昭和19年２月５日生

昭和38年10月 当社入社

20

昭和63年10月 中部地域販売部長兼名古屋営業所

長 
平成３年６月 取締役就任

平成11年４月 常務取締役就任

平成13年６月 常務取締役退任

平成15年６月 常勤監査役就任(現任)

常勤監査役   草 薙 利 雄 昭和22年１月３日生

昭和41年11月 当社入社

12

平成３年３月 経理部長

平成８年３月 経理本部長

平成10年６月 取締役就任

平成15年４月 常務取締役就任

平成16年６月 常務取締役退任

平成16年６月 常勤監査役就任(現任)

監査役   澤 田 辰 幸 昭和15年１月23日生

平成元年６月 ㈱富士銀行取締役情報企画部長 

5

平成２年６月 同行取締役退任

平成10年６月 当社監査役就任(現任)

平成13年12月 ㈱丸山製作所常勤監査役就任 
平成16年12月 同社常勤監査役退任

監査役   若 林 寛 夫 昭和18年８月23日生

平成９年７月 第一生命保険(相)取締役首都圏営

業副本部長兼神奈川総局長 

―

平成12年４月 同社常務取締役就任

平成12年６月 当社監査役就任(現任)

平成16年７月 第一生命保険(相)専務執行役員就

任(現任) 
平成17年７月 第一生命保険(相)取締役就任 

(現任) 

計 280

執行役員役名 氏名 職名

※専務執行役員 野 田 修 治 地域営業本部総括

※常務執行役員 鈴 木   豊 横浜・津久井事業所、上海生産部総括兼横浜事業所長 

※常務執行役員 上 野 敬 三 管理本部長

※常務執行役員 海 野 和 男 資材本部長

 常務執行役員 山 口 治 彦 時間情報事業本部長

 常務執行役員 井 村 俊 明 細江・都田事業所総括兼細江事業所長

 執行役員 田 畑 信 行 環境事業本部長

※執行役員 小 山   稔 総務本部長

 執行役員 中 島   泉 東京営業本部長

 執行役員 宇 山 生 顕 パーキング事業本部長

 執行役員 今 野 正 幹 タイム系製品設計本部長

 執行役員 小 林 和 雄 都田事業所長

 執行役員 白 石   弘 総合企画室長

 執行役員 野 川 文 吾 環境系開発本部長

 執行役員 小 堀 健 司 国際事業本部長

 執行役員 飯 田 顕 悟 中部営業本部長

 執行役員 岸   義 雄 サービス事業本部長

 執行役員 藤 原   剛 近畿営業本部長



３ 当社は法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役を１名選任し

ております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 
  

  

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

宮 本 雅 生 昭和16年５月４日生 

昭和40年４月 第一生命保険(相)入社 

─

平成４年７月 同社取締役人事部長 

平成７年４月 同社常務取締役就任 

平成９年６月 当社監査役就任 

平成12年４月 相互住宅㈱代表取締役副社長就任 

平成12年６月 当社監査役退任 

平成14年４月 相互住宅㈱代表取締役社長就任 

平成18年４月 同社取締役相談役就任(現任) 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、企業倫理の重要性と経営の健全性を経営上重要な課題のひとつとして位置づけております。これ

らを実践・推進するための組織、運営体制の確立により、一層信頼される企業を目指すべく、事業活動の推進や業務

執行における法令遵守はもとより、企業倫理に基づく行動の徹底を役員が率先垂範して図っております。これらによ

り、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保し、公正で透明性の高い経営を実現しております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

当社グループは、以下の体制・組織を構築しております。 

  

 

  



取締役会は、取締役８名で構成され、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催

し、経営に関する重要事項を審議・決定するとともに、業務の執行状況も報告され、迅速に経営判断できる体制

となっております。 

また、経営と業務執行に関する機能と責任を明確化し、意思決定の迅速化と経営の効率化を図ることを目的

に、平成17年４月より執行役員制度を導入しております。なお、執行役員18名のうち５名は取締役を兼務してお

ります。 

監査役会は、非常勤の社外監査役２名を含む４名で構成されております。監査役は取締役会に出席するほか、

社内の各種委員会や会議にも積極的に参加し、取締役の業務執行を監視できる体制となっております。また、内

部監査室と連携を図り業務執行の監視充実化に努めております。 

その他、上記体制の他、コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、グループ企業のトップで構成される

「グループ会社経営会議」を定期的に開催し、各社の経営状況、利益計画の進捗を把握するなど、経営監視機能

を高めるとともにグループ一体となって企業倫理の浸透、経営の健全性に努めております。 

  

② 会社の内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社グループは、企業を取り巻くリスクが多様化し増大している中で、適切な内部統制及びリスク管理体制を

構築・運用することにより顧客、投資家等の信頼を高めることができるものと認識しております。 

この認識のもと、当社グループは経営方針において「法令を遵守し公益に根ざした会社経営」を目指すことを

明示し、事業運営に関わる法規や社内ルールを遵守した適正な業務の遂行、財務報告の正確性確保のため内部監

査機能及びリスク管理体制の充実化を推進しております。 

具体的な施策は次のとおりであります。 

◎コンプライアンス体制 

 法令遵守の徹底を図るため、コンプライアンス担当取締役が委員長を務める「コンプライアンス委員会」を

設置しております。同委員会は、コンプライアンス上の取り組みを全社横断的に統括し、役員から一般従業員

にいたるまで法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるべく当社グループ全体を対象に教育・啓蒙を行っ

ております。 

◎リスク管理体制 

 コンプライアンス委員会には「リスクマネジメン卜部会」が設けられており、コンプライアンス担当取締役

がリスク管理総括を兼任しております。リスクカテゴリーごとの責任部署を定め、グループ全体のリスクを網

羅的・統括的に管理し、リスク管理体制を明確化しております。 

 当社グループの業績に影響を及ぼす可能性のあるリスクに関しては、リスク管理総括が管理・把握するとと

もに、取締役会へも報告され、経営トップへの伝達が速やかに行われる体制となっております。 



◎情報管理体制 

 事業活動を遂行するうえで重要な情報は、関連部門をはじめ管理本部及び総務本部にNotesシステムにより報

告され、最終的には情報取扱責任者が一元管理を行っております。併せて「コンプライアンス委員会」との情

報共有を図り、各種リスク情報の管理を行っております。開示すべき情報に関してはその都度代表取締役会

長、代表取締役社長へ報告され、取締役会で承認を受けた後、情報開示部門を経て開示しております。 

 また、個人の識別や特定ができる情報に関しては「個人情報保護管理委員会」を設け、IT社会における個人

情報保護の重要性を全従業員が理解し、個人情報を正確かつ安全に取り扱うことを目的に、継続的な教育・啓

蒙活動を行っております。 

  

③ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

(内部監査) 

 内部監査につきましては、内部監査室が当社及びグループ各社の会計監査及び業務監査の実施を担当してお

ります。同監査室は、期初に設定された年次監査計画に加え、監査役会との協議により監査役の要望した事項

の内部監査も実施し、また、その結果は監査役会に随時報告されるものとし、監査役会と連携を図っておりま

す。また、コンプライアンス委員会と連携し、コンプライアンスの状況やリスク管理の状況も監査し、監査結

果は取締役会及び監査役会に報告が行われます。 

(監査役監査) 

 監査役監査につきましては、監査役会にて定めた監査の方針、業務の分担等に従い実施しております。取締

役会に出席するほか、社内の各種委員会や会議にも積極的に参加し、取締役の業務執行を監視するだけではな

く、必要に応じてグループ各社に対し報告を求め業務及び会計の状況を調査しております。また、内部監査室

や会計監査人とも連携を図り、監査状況の結果などの情報を共有する体制をとっております。 

(会計監査) 

 会計監査につきましては、中央青山監査法人が当社及びグループ各社に対して旧商法及び証券取引法に基づ

く監査を実施しております。監査結果は監査役会、内部監査室及び経理部門まで随時報告を受けております。 

 ・業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 
  

 ・監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士     ５名 

 会計士補      ４名 

 その他       １名 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数 

指 定 社 員 
業務執行社員 

佐 藤 昭 雄 
中央青山監査法人

２年 

指 定 社 員 
業務執行社員 

鈴 木 義 則 １年 



(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役と当社との利害関係はありません。 

また、社外取締役は選任しておりません。 

  

(3) 会社のコーポレートガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

平成18年４月１日よりコンプライアンスの強化及び内部統制システムの充実を目的として、内部監査室を設置い

たしました。監査役会や会計監査人と連携を図り、当社及びグループ各社に対して内部監査を行います。 

  

(4) 役員報酬及び監査報酬 

① 役員報酬 
  

(注) 当期中の退任取締役８名に対する報酬を含んでおります。 

  

② 監査報酬 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬     23百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

区分 

社内取締役 社内監査役 社外監査役 計 

支給人員 
(名) 

支給額 
(百万円) 

支給人員
(名) 

支給額
(百万円) 

支給人員
(名) 

支給額
(百万円) 

支給人員 
(名) 

支給額 
(百万円) 

株主総会決議に 
基づく報酬 

19 238 2 40 2 6 23 284

利益処分による 
役員賞与 

19 69 2 5 2 2 23 76

株主総会決議に 
基づく退職慰労金 

1 9 ― ― ― ― 1 9

計 ― 316 ― 45 ― 8 ― 370



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、第89期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び第89期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18

年３月31日まで)及び第90期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いて、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  34,900 34,402 

 ２ 受取手形及び売掛金  20,269 20,914 

 ３ 有価証券  26 10 

 ４ たな卸資産  7,318 7,626 

 ５ 繰延税金資産  1,198 1,262 

 ６ その他  748 1,004 

 ７ 貸倒引当金  △142 △116 

   流動資産合計  64,319 63.8 65,105 61.9

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産    

  (1) 建物及び構築物 24,670 24,794   

    減価償却累計額 12,958 11,712 13,442 11,351 

  (2) 機械装置及び運搬具 7,808 7,980   

    減価償却累計額 6,508 1,300 6,419 1,561 

  (3) 工具器具及び備品 9,651 10,424   

    減価償却累計額 8,345 1,305 8,758 1,666 

  (4) 土地  5,885 5,769 

  (5) 建設仮勘定  259 646 

    有形固定資産合計  20,462 20.3 20,995 19.9

 ２ 無形固定資産    

  (1) 営業権  1,806 1,656 

  (2) ソフトウェア  1,344 1,942 

  (3) ソフトウェア仮勘定  899 1,019 

  (4) その他  57 58 

    無形固定資産合計  4,108 4.1 4,676 4.4

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券 ※１  4,240 6,850 

  (2) 長期貸付金  502 638 

  (3) 破産債権、再生債権、 
    更生債権その他これら 
    に準ずる債権 

 302 255 

  (4) 差入保証金  991 935 

  (5) 繰延税金資産  2,139 1,769 

  (6) 長期預金  1,500 1,500 

  (7) その他 ※１  2,491 2,801 

  (8) 貸倒引当金  △312 △267 

    投資その他の資産合計  11,855 11.8 14,484 13.8

   固定資産合計  36,426 36.2 40,157 38.1

   資産合計  100,745 100.0 105,262 100.0
      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金  11,355 9,637 

２ 短期借入金  846 467 

３ 未払法人税等  2,921 2,146 

４ 賞与引当金  1,802 1,974 

５ その他  5,152 6,097 

流動負債合計  22,078 21.9 20,323 19.3

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  402 692 

２ 繰延税金負債  42 70 

３ 退職給付引当金  4,095 4,251 

４ 役員退職慰労引当金  674 649 

５ その他  42 56 

固定負債合計  5,257 5.2 5,721 5.4

負債合計  27,336 27.1 26,044 24.7

(少数株主持分)    

少数株主持分  365 0.4 485 0.5

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※２  18,239 18.1 18,239 17.3

Ⅱ 資本剰余金  19,293 19.1 19,438 18.5

Ⅲ 利益剰余金  38,296 38.0 42,036 39.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金  105 0.1 798 0.8

Ⅴ 為替換算調整勘定  △1,649 △1.6 △830 △0.8

Ⅵ 自己株式 ※３  △1,240 △1.2 △950 △0.9

資本合計  73,044 72.5 78,732 74.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 100,745 100.0 105,262 100.0

        



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  73,140 100.0 79,743 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  39,291 53.7 42,943 53.9

   売上総利益  33,848 46.3 36,800 46.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１    

 １ 販売費 20,985 22,974   

 ２ 一般管理費 ※２ 3,788 24,774 33.9 4,288 27,262 34.1

   営業利益  9,074 12.4 9,537 12.0

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 59 85   

 ２ 受取配当金 41 50   

 ３ 不動産賃貸料 61 64   

 ４ 為替差益 53 116   

 ５ 受取保険配当金 78 92   

 ６ その他 141 435 0.6 201 611 0.7

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 43 60   

 ２ 営業権償却 320 320   

 ３ 不用品除却損 70 41   

 ４ その他 119 553 0.8 146 567 0.7

   経常利益  8,956 12.2 9,581 12.0

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※３ 2 332   

 ２ 投資有価証券売却益 57 55   

 ３ 貸倒引当金戻入額 13 24   

 ４ その他 ― 73 0.1 11 422 0.6

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損 ※４ 63 67   

 ２ 固定資産売却損 ※５ 213 20   

 ３ 投資有価証券売却損 296 1   

 ４ 投資有価証券評価損 35 ─   

 ５ 工場移転費用 ― 212   

 ６ その他 2 611 0.8 ─ 302 0.4

   税金等調整前当期純利益  8,418 11.5 9,702 12.2

   法人税、住民税及び 
   事業税 

3,545 3,845   

   法人税等調整額 △355 3,190 4.4 △196 3,649 4.6

   少数株主利益  119 0.2 137 0.2

   当期純利益  5,108 7.0 5,915 7.4

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 19,293 19,293

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益 ─ ─ 145 145

Ⅲ 資本剰余金期末残高 19,293 19,438

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 34,671 38,296

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益 5,108 5,108 5,915 5,915

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 1,435 2,075  

２ 役員賞与 48 99  

  (うち監査役賞与) (4) 1,483 (7) 2,175

Ⅳ 利益剰余金期末残高 38,296 42,036

    



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 税金等調整前当期純利益   8,418 9,702 

 ２ 減価償却費   2,707 2,815 

 ３ 退職給付引当金の増加額   114 154 

 ４ 貸倒引当金の減少額   △4 △79 

 ５ 受取利息及び受取配当金   △101 △136 

 ６ 支払利息   43 60 

 ７ 為替差損益   △28 △46 

 ８ 投資有価証券売却益   △57 △55 

 ９ 投資有価証券売却損   296 1 

 10 投資有価証券評価損   35 ─ 

 11 固定資産売却益   ─ △332 

 12 固定資産除却損   63 67 

 13 固定資産売却損   213 20 

 14 売上債権の増加額   △679 △366 

 15 たな卸資産の増加額   △1,627 △129 

 16 仕入債務の増加額(又は減少額(△))   2,231 △1,852 

 17 その他   4 954 

    小計   11,630 10,780 

 18 利息及び配当金の受取額   100 130 

 19 利息の支払額   △39 △68 

 20 法人税等の支払額   △1,651 △4,793 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   10,040 6,048 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 有形固定資産の取得による支出   △1,499 △1,719 

 ２ 有形固定資産の売却による収入   139 617 

 ３ 無形固定資産の取得による支出   △1,590 △1,725 

 ４ 投資有価証券の取得による支出   △676 △1,634 

 ５ 投資有価証券の売却による収入   1,275 153 

 ６ 投資有価証券の償還による収入   300 31 

 ７ 貸付けによる支出   ― △26 

 ８ 貸付金の回収による収入   22 22 

 ９ 定期預金の預入れによる支出   △500 ─ 

 10 定期預金の払戻しによる収入   1,275 ─ 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,254 △4,279 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 短期借入れによる収入   250 194 

 ２ 短期借入金の返済による支出   △208 △188 

 ３ 長期借入れによる収入   208 364 

 ４ 長期借入金の返済による支出   △201 △855 

 ５ 自己株式の取得による支出   △42 △53 

 ６ 自己株式の売却による収入   ─ 489 

 ７ 親会社による配当金の支払額   △1,432 △2,071 

 ８ 少数株主への配当金の支払額   △9 △13 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,436 △2,133 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △14 △184 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (又は減少額(△)) 

  7,334 △550 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   27,565 34,900 

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額   ─ 52 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   34,900 34,402 
    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 主要な連結子会社の名称 

  「第１ 企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載しているため省略

している。 

(1) 連結子会社の数 22社 

 主要な連結子会社の名称 

  「第１ 企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載しているため省略

している。 

  なお、タイム＆パーキング ソリ

ューションズ シンシナティ Inc.に

ついては、買収により、アマノ マ

レーシア SDN.BHD.については、重

要性が増加したことにより、当連結

会計年度から連結子会社に含めるこ

ととした。 

(1) 連結子会社の数 24社 

  (2) 主要な非連結子会社名 

  安満能軟件工程(上海)有限公司 

  アマノ・エコ・テクノロジー㈱ 

  エー・エス・イー USA Inc. 

  エー・エス・イー R&Dヨーロッパ 

  N.V. 

  アマノシステムズ九州㈱ 

  アマノタイムビジネス㈱ 

  アマノ タイム&パーキング  

  スペイン SA 

  アットパーク コリア CO.,LTD. 

  アマノ マレーシア SDN.BHD. 

(2) 主要な非連結子会社名 

  安満能軟件工程(上海)有限公司 

  アマノ・エコ・テクノロジー㈱ 

  エー・エス・イー USA Inc. 

  エー・エス・イー R&Dヨーロッパ 

  N.V. 

  アマノシステムズ九州㈱ 

  アマノタイムビジネス㈱ 

  アマノ タイム&パーキング  

  スペイン SA 

  アットパーク コリア CO.,LTD. 

   連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためである。 

 連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためである。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用した非連結子会社数 

 ０社 

 持分法を適用していない非連結子会

社(９社)については、いずれも連結純

損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用から

除外している。 

持分法を適用した非連結子会社数 

 ０社 

 持分法を適用していない非連結子会

社(８社)については、いずれも連結純

損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用から

除外している。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、海外子会社の決

算日は12月31日である。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行ってい

る。 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    連結決算期末日の市場価格等

に基づく時価法 

    (評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 ②デリバティブ 

   時価法 

 ③たな卸資産 

   主として総平均法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

同左 

 ③たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

  定率法(ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法)を採用し

ている。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、当社及び国内連結子会社は

法人税法に規定する方法と同一の基

準により、また、在外連結子会社は

所在地国の会計基準の規定に基づく

方法によっている。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

同左 

   ②無形固定資産 

  定額法を採用している。 

  なお、耐用年数については、当社

及び国内連結子会社は法人税法に規

定する方法と同一の基準により、ま

た、在外連結子会社は所在地国の会

計基準の規定に基づく方法によって

いる。 

  ただし、当社の市場販売目的のソ

フトウェアについては、見込販売可

能期間(３年)に基づく定額法、当社

及び国内連結子会社の自社利用目的

のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっている。 

  また、米国連結子会社の営業権に

ついては、米国財務会計基準審議会

基準書第142号「営業権及びその他

の無形固定資産」を適用している。 

 ②無形固定資産 

同左 

  

   ③投資その他の資産 

  長期前払費用 

  定額法を採用している。 

  なお、償却期間については、当社

及び国内連結子会社は法人税法に規

定する方法と同一の基準により、ま

た、在外連結子会社は所在地国の会

計基準の規定に基づく方法によって

いる。 

 ③投資その他の資産 

  長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  売掛金、貸付金等の債権の貸倒損

失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

   ②賞与引当金 

  従業員の賞与の支出に備えるた

め、その期に帰属する支給見込額を

計上している。 

 ②賞与引当金 

同左 

   ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

  数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしてい

る。 

 ③退職給付引当金 

同左 

   ④役員退職慰労引当金 

  役員の退職による役員退職慰労金

の支出に備えるため、内規に基づ

き、連結会計年度末要支給額の

100％を計上している。 

 ④役員退職慰労引当金 

同左 

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、為替差額は損益として処理して

いる。なお、在外子会社等の資産及

び負債並びに収益及び費用は、連結

決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調整勘

定に含めている。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

同左 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、部分時価評価法によっている。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定については、その金額

が僅少であるため、発生会計年度にお

いて全額償却している。 

同左 

７ 利益処分項目等の取り扱

いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成されてい

る。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

────── 固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 



  
表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結貸借対照表関係) 

  前連結会計年度において無形固定資産の「ソフトウ

ェア」に含めて表示していた「ソフトウェア仮勘定」

については、重要性に鑑み、当連結会計年度より区分

掲記している。 

  なお、前連結会計年度の「ソフトウェア仮勘定」は

756百万円である。 

────── 

(連結損益計算書関係） 

１ 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に

含めて表示していた「受取保険配当金」については、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結

会計年度より区分掲記している。 

  なお、前連結会計年度の「受取保険配当金」は94百

万円である。 

  

２ 前連結会計年度において、特別利益の「その他」に

含めて表示していた「貸倒引当金戻入額」について

は、特別利益の総額の100分の10を超えたため、当連

結会計年度より区分掲記している。 

  なお、前連結会計年度の「貸倒引当金戻入額」は16

百万円である。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費が161百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、161百万円減少している。 

────── 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりである。 

    投資有価証券(株式) 356百万円 

    投資その他の資産「その他」 

    (出資金) 

53 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりである。 

    投資有価証券(株式) 408百万円 

    投資その他の資産「その他」 

    (出資金) 

57 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式81,257,829株

である。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式81,257,829株

である。 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式1,558,747株である。 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式1,167,156株である。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主な販売費及び一般管理費 

賞与引当金繰入額 1,186百万円 

退職給付費用 888 

役員退職慰労引当金繰入額 91 

貸倒引当金繰入額 27 

給料手当 9,785 

※１ 主な販売費及び一般管理費 

賞与引当金繰入額 1,348百万円 

退職給付費用 1,039 

役員退職慰労引当金繰入額 80 

給料手当 10,758 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,994百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

2,346百万円 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 1 

計 2 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 132百万円 

機械装置及び運搬具 6 

工具器具及び備品 3 

土地 189 

計 332 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 6百万円 

機械装置及び運搬具 22 

工具器具及び備品 33 

その他 1 

計 63 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 27百万円 

機械装置及び運搬具 30 

工具器具及び備品 9 

計 67 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

土地 181百万円 

建物及び構築物 31 

計 213 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

土地 15百万円 

建物及び構築物 5 

機械装置及び運搬具 0 

計 20 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 34,900百万円 

現金及び現金同等物 34,900 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 34,402百万円 

現金及び現金同等物 34,402 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

    
工具器具 
及び備品 
(百万円) 

  
その他 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

  4,251  150  4,402

減価償却 
累計額相当額 

  2,011  111  2,122

期末残高 
相当額 

  2,240  39  2,280

同左 

工具器具
及び備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

3,725 63  3,789

減価償却
累計額相当額

1,953 14  1,967

期末残高
相当額 

1,772 49  1,822

② 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 

１年以内 675百万円

１年超 1,605 

合計 2,280 

② 未経過リース料期末残高相当額 

同左 

１年以内 607百万円

１年超 1,215 

合計 1,822 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 764百万円

減価償却費相当額 764 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 686百万円

減価償却費相当額 686 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 36百万円

１年超 136 

合計 173 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 49百万円

１年超 159 

合計 208 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式  356百万円 

 (2) その他有価証券       

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額(平成17年３月31日) 

  

  

区分 取得原価(百万円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

 ①株式 231 443 211

 ②債券 500 504 4

 ③その他 95 136 41

 小計 827 1,084 257

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

    

 ①株式 1,305 1,237 △67

 ②債券 ― ― ―

 ③その他 590 578 △12

 小計 1,896 1,815 △80

合計 2,723 2,900 176

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

1,275 57 296 

非上場株式 510百万円 

優先出資証券 500百万円 

区分 １年以内(百万円) 
１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超(百万円)

①債券   

 社債 ― 500 ― ―

②その他 5 58 500 ―

合計 5 558 500 ―



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式  408百万円 

 (2) その他有価証券 

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額(平成18年３月31日) 

  

  

区分 取得原価(百万円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

 ①株式 2,017 3,369 1,352

 ②債券 500 501 1

 ③その他 51 96 45

 小計 2,568 3,967 1,399

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

    

 ①株式 20 17 △3

 ②債券 ─ ─ ─

 ③その他 1,500 1,448 △51

 小計 1,520 1,465 △54

合計 4,088 5,433 1,344

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

153 55 1 

非上場株式 519百万円 

優先出資証券 500百万円 

区分 １年以内(百万円) 
１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超(百万円)

①債券   

 社債 ─ 500 ─ ─

②その他 10 ─ 1,500 ─

合計 10 500 1,500 ─



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

前連結会計年度、当連結会計年度末日現在において残高がないため記載を省略しております。 

(2) 金利関連 

前連結会計年度、当連結会計年度末日現在において残高がないため記載を省略しております。 

(3) その他 

前連結会計年度、当連結会計年度末日現在において残高がないため記載を省略しております。 

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

  当社は通常業務を遂行する上で、為替リスクの効率

的な管理及び運用資産の運用利回り向上を目的として

デリバティブ取引を利用しております。 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  通貨デリバティブは主として先物為替予約を利用し

ております。当社では製品の輸出による外貨(主に米

ドル)建債権を円貨に変換するために利用しており、

将来の為替変動により円貨での回収額が減額されるリ

スクをヘッジしております。 

  また、金利デリバティブ取引は主として金利スワッ

プ取引を利用しております。金利スワップ取引は、取

引相手方から固定金利を受取り、当社が変動金利を支

払うもの、及び取引相手方から変動金利を受取り、当

社が変動金利を支払うものがあり、長期金利に連動す

る運用利回りに転換することができます。これらの金

利スワップ取引は全て円建てで行っております。 

  なお、当社は短期的な売買差益を獲得する目的(ト

レーディング目的)や投機目的のためにデリバティブ

取引を利用しておりません。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引に係るリスクの内容 

  当社が利用している通貨デリバティブは為替変動リ

スクが、金利デリバティブは金利変動リスクがありま

す。このようなデリバティブ取引独自のリスクに関し

ては、経理部門によってモニターが行われており、こ

のようなリスクは重要でないと判断しております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(4) 取引に係るリスクの管理体制 

  当社ではデリバティブ取引は取締役会の承認を受け

た社内規程に則って執行されております。当該規程で

は、デリバティブ取引の管理方針、リスク管理の主管

部門、利用目的、利用範囲、取引相手方の選定基準お

よび報告体制に関する規程が明記されており、また相

互牽制機能が働くよう報告体制をとっております。 

  

(4) 取引に係るリスクの管理体制 

同左 

  なお、連結子会社においては、デリバティブ取引を

全く利用しておりません。 

  なお、連結子会社においては、デリバティブ取引を

全く利用しておりません。 



(退職給付関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   適格退職年金：昭和43年５月１日から退職金制度

の一部について、適格退職年金制

度を適用している。 

   厚生年金基金：昭和55年４月１日から従来の退職

金制度に上積みして厚生年金基金

制度(総合設立方式)を採用してい

る。 

なお、当該年金基金の年金資産総

額のうち平成17年３月31日現在の

給与総額割合を基準として計算し

た年金資産額は、12,118百万円で

ある。 

   退職一時金 ：退職金規程に基づく退職一時金制

度を採用している。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   適格退職年金：昭和43年５月１日から退職金制度

の一部について、適格退職年金制

度を適用している。 

   厚生年金基金：昭和55年４月１日から従来の退職

金制度に上積みして厚生年金基金

制度(総合設立方式)を採用してい

る。 

なお、当該年金基金の年金資産総

額のうち平成18年３月31日現在の

給与総額割合を基準として計算し

た年金資産額は、15,043百万円で

ある。 

   退職一時金 ：退職金規程に基づく退職一時金制

度を採用している。 

２ 退職給付債務に関する事項 

  

  ①退職給付債務 12,983百万円

  (内訳)  

  ②未認識過去勤務債務 ― 

  ③未認識数理計算上の差異 1,653 

  ④年金資産 7,234 

  ⑤退職給付引当金 4,095 

２ 退職給付債務に関する事項 

  

 ①退職給付債務 13,375百万円

 (内訳)   

 ②未認識過去勤務債務 ─ 

 ③未認識数理計算上の差異 659 

 ④年金資産 8,464 

 ⑤退職給付引当金 4,251 

３ 退職給付費用に関する事項 

  

  ①勤務費用(⑥を除く) 708百万円

  ②利息費用 308 

  ③期待運用収益 △230 

  ④過去勤務債務の 
   費用処理額 

― 

  ⑤数理計算上の差異の 
   費用処理額 

239 

   小計 1,025 

  ⑥厚生年金基金拠出金 280 

   合計 1,306 

３ 退職給付費用に関する事項 

  

 ①勤務費用(⑥を除く) 734百万円

 ②利息費用 320 

 ③期待運用収益 △252 

 ④過去勤務債務の
   費用処理額 

─ 

 ⑤数理計算上の差異の
   費用処理額 

241 

 小計 1,043 

⑥厚生年金基金拠出金 360 

合計 1,403 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による按分額を費用処理する方法。た

だし、翌連結会計年度から費用処理することと

している。) 
  

  ①退職給付見込額の 
   期間配分方法 

期間定額基準

  ②割引率 2.5％

  ③期待運用収益率 3.5％

  ④過去勤務債務の額の 
   処理年数 

―年

  ⑤数理計算上の差異の 
   処理年数 

10年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による按分額を費用処理する方法。た

だし、翌連結会計年度から費用処理することと

している。) 
  

  ①退職給付見込額の 
   期間配分方法 

期間定額基準

 ②割引率 2.5％

 ③期待運用収益率 3.5％

 ④過去勤務債務の額の
   処理年数 

―年

  ⑤数理計算上の差異の 
   処理年数 

10年



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度(平成17年３月31日) 当連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

未払事業税否認 245百万円

賞与引当金損金不算入 724 

役員退職慰労引当金損金不算入 272 

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,577 

繰越欠損金 379 

投資有価証券評価損損金不算入 153 

貸倒引当金損金算入限度超過額 81 

その他 415 

 繰延税金資産小計 3,850 

評価性引当額 △342 

 繰延税金資産合計 3,507 

(繰延税金負債) 

建物圧縮積立金 △23 

その他有価証券評価差額金 △73 

その他 △115 

 繰延税金負債合計 △212 

 繰延税金資産の純額 3,295 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)  

未払事業税否認 183百万円

賞与引当金損金不算入 801 

役員退職慰労引当金損金不算入 277 

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,708 

繰越欠損金 371 

投資有価証券評価損損金不算入 89 

貸倒引当金損金算入限度超過額 72 

その他 500 

繰延税金資産小計 4,006 

評価性引当額 △384 

繰延税金資産合計 3,622 

(繰延税金負債)  

建物圧縮積立金 △22 

その他有価証券評価差額金 △545 

その他 △91 

繰延税金負債合計 △660 

繰延税金資産の純額 2,961 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 法定実効税率 40.6％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に算入 
 されない項目 

0.4

 受取配当金等永久に益金に算入
 されない項目 

△0.2

 住民税均等割額 0.9

 税務上の繰越欠損金の利用 △1.1

 試験研究費に係る法人税額 
 の特別控除 

△1.9

 その他 △0.8

  税効果会計適用後の法人税等
  の負担率 

37.9

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.6％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入
 されない項目 

0.4 

受取配当金等永久に益金に算入
 されない項目 

△0.2 

住民税均等割額 0.8 

税務上の繰越欠損金の利用 △1.7 

試験研究費に係る法人税額
 の特別控除 

△2.1 

その他 △0.2 

 税効果会計適用後の法人税等
  の負担率 

37.6 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

  

(注) １ 事業区分は次により、時間情報システム事業と環境関連システム事業に区分しております。 

連結財務諸表提出会社における販売及びメンテナンスに関わる組織並びに活動から、販売活動費用が売上区分では把握で

きないため、内部管理上事業区分によりセグメンテーションしております。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

時間情報 
システム事業 
(百万円) 

環境関連
システム事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

48,251 24,888 73,140 ― 73,140

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 48,251 24,888 73,140 ― 73,140

  営業費用 39,365 22,562 61,928 2,137 64,065

  営業利益 8,885 2,326 11,212 (2,137) 9,074

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

    

  資産 37,231 11,505 48,736 52,009 100,745

  減価償却費 1,904 417 2,322 385 2,707

  資本的支出 2,433 958 3,391 51 3,442

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

時間情報 
システム事業 
(百万円) 

環境関連
システム事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

52,327 27,415 79,743 ─ 79,743

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─

計 52,327 27,415 79,743 ─ 79,743

  営業費用 43,284 24,571 67,855 2,350 70,206

  営業利益 9,043 2,844 11,887 (2,350) 9,537

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

    

  資産 36,376 14,547 50,924 54,337 105,262

  減価償却費 2,026 400 2,426 389 2,815

  資本的支出 3,253 638 3,892 129 4,021



２ 各事業区分の主要製品 

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部等全社的管理業務を

行っている部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投

資資金(投資有価証券及び長期預金)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

事業区分 売上区分 主要製品

時間情報 
システム事業 

情報システム 

就業情報システム 給与計算システム 人事情報システム 食

堂情報システム 入室情報システム 非接触ICカードソリュー

ション システムタイムレコーダー 就業／人事給与ASPサー

ビス 時刻配信・認証サービス 

時間管理機器 

PC接続式タイムレコーダー 時間集計タイムレコーダー 時刻

記録タイムレコーダー 電子タイムスタンプ ナンバーリング

マシン パトロールレコーダー 

パーキングシステム 

時間料金計算機(タイムレジ) 自動料金精算システム 入出庫

管理システム 駐車場管制システム 機械式立体駐車場管理シ

ステム インターネット駐車場情報案内サービス 駐車場総合

マネジメントサービス 

環境関連 
システム事業 

環境システム 

産業用掃除機 汎用電子集塵機 オイルミスト集塵機 ヒュー

ムコレクター 大型集塵システム 脱臭システム 高温有害ガ

ス除去システム 粉粒体空気輸送システム 環境設備監視／保

全支援システム 電解水除菌洗浄システム アルカリ性電解水

工業洗浄システム 

クリーンシステム 

業務用掃除機 路面清掃機 自動床面洗浄機 高速バフィング

マシン ドライケアフロアクリンリネスシステム カーペット

フロアクリンリネスシステム 清掃ケミカル用品 清掃用具 

前連結会計年度 2,137百万円

当連結会計年度 2,350百万円

前連結会計年度 52,009百万円

当連結会計年度 54,337百万円



【所在地別セグメント情報】 
  

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

① アジア……シンガポール・マレーシア・韓国・中国 

② 北米………アメリカ・カナダ 

③ 欧州………ベルギー 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部等全社的管理業務を

行っている部門に係る費用であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投

資資金(投資有価証券及び長期預金)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

日本
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

61,978 2,601 7,170 1,389 73,140 ― 73,140

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

1,685 51 363 202 2,303 (2,303) ―

合計 63,664 2,653 7,533 1,591 75,443 (2,303) 73,140

  営業費用 52,901 2,342 7,448 1,511 64,203 (137) 64,065

  営業利益 10,763 310 85 80 11,239 (2,165) 9,074

Ⅱ 資産 38,958 1,942 6,515 2,427 49,843 50,902 100,745

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

日本
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

65,878 3,499 9,018 1,347 79,743 ─ 79,743

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

1,690 38 367 170 2,267 (2,267) ─

合計 67,569 3,538 9,385 1,517 82,011 (2,267) 79,743

  営業費用 56,251 3,153 9,244 1,418 70,069 136 70,206

  営業利益 11,317 384 140 98 11,942 (2,404) 9,537

Ⅱ 資産 39,428 2,818 7,745 2,493 52,484 52,777 105,262

前連結会計年度 2,137百万円

当連結会計年度 2,350百万円

前連結会計年度 52,009百万円

当連結会計年度 54,337百万円



【海外売上高】 

  

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

① アジア……………シンガポール・マレーシア・韓国・中国 

② 北米………………アメリカ・カナダ 

③ 欧州………………ベルギー 

④ その他の地域……中南米 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

アジア 北米 欧州
その他の
地域 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,037 7,175 1,415 125 11,753

Ⅱ 連結売上高(百万円)     73,140

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 (％) 

4.2 9.8 1.9 0.2 16.1

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

アジア 北米 欧州
その他の
地域 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,798 9,035 1,403 187 14,424

Ⅱ 連結売上高(百万円)     79,743

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 (％) 

4.8 11.3 1.8 0.2 18.1



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 915円37銭 981円92銭

１株当たり当期純利益 62円95銭 72円89銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

62円95銭 72円76銭

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 5,108 5,915 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 5,018 5,825 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
(百万円) 

 利益処分による役員賞与金 
  
90 

  
  
90 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 90 90 

普通株式の期中平均株式数(株) 79,722,074 79,928,640 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額(百万円) ― ― 

 普通株式増加数(株) 3,017 139,543 

 (うち自己株式取得方式によるストッ
クオプション) 

(3,017) (139,543)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式によるスト

ックオプション 

(株式の数 656,000株) 

─ 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 542 17 9.00 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 305 449 5.46 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

402 692 5.65
平成19年４月１日～
平成25年12月20日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 1,248 1,159 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 482 57 25 16



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
第89期

(平成17年３月31日) 
第90期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  30,218 29,125 

 ２ 受取手形  5,554 5,060 

 ３ 売掛金 ※１  12,437 12,942 

 ４ 有価証券  25 10 

 ５ 仕入製品  1,963 1,952 

 ６ 製品  1,304 1,319 

 ７ 原材料  1,646 1,554 

 ８ 仕掛品  764 636 

 ９ 貯蔵品  29 30 

 10 前渡金 ※１  7 2 

 11 前払費用  135 143 

 12 繰延税金資産  1,001 1,023 

 13 未収入金 ※１  287 286 

 14 その他 ※１  123 177 

 15 貸倒引当金  △80 △55 

   流動資産合計  55,419 56.0 54,211 53.3

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産    

  (1) 建物 21,206 21,151   

    減価償却累計額 11,087 10,118 11,554 9,596 

  (2) 構築物 1,524 1,522   

    減価償却累計額 1,171 352 1,209 312 

  (3) 機械及び装置 6,050 6,183   

    減価償却累計額 5,101 948 4,973 1,209 

  (4) 車両及び運搬具 65 66   

    減価償却累計額 56 8 59 7 

       



  

  

  
第89期

(平成17年３月31日) 
第90期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

  (5) 工具器具及び備品 8,448 8,845   

    減価償却累計額 7,553 895 7,848 997 

  (6) 土地  5,286 5,260 

  (7) 建設仮勘定  222 597 

    有形固定資産計  17,832 18.0 17,981 17.7

 ２ 無形固定資産    

  (1) 営業権  640 320 

  (2) 借地権  18 18 

  (3) ソフトウェア  1,320 1,906 

  (4) ソフトウェア仮勘定  899 1,019 

  (5) 電話加入権  33 33 

  (6) その他  2 1 

    無形固定資産計  2,914 3.0 3,299 3.3

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券  3,884 6,442 

  (2) 関係会社株式  11,491 11,897 

  (3) 関係会社出資金  49 49 

  (4) 長期貸付金  37 35 

  (5) 関係会社長期貸付金  223 849 

  (6) 破産債権、再生債権、 
    更生債権その他これら 
    に準ずる債権 

 302 255 

  (7) 長期前払費用  20 17 

  (8) 差入保証金  897 818 

  (9) 繰延税金資産  2,385 1,965 

  (10) 長期預金  1,500 1,500 

  (11) 保険積立金  2,185 2,470 

  (12) その他  98 97 

  (13) 貸倒引当金  △313 △269 

    投資その他の資産計  22,762 23.0 26,128 25.7

    固定資産合計  43,508 44.0 47,409 46.7

 資産合計  98,928 100.0 101,621 100.0

       



  

  
第89期

(平成17年３月31日) 
第90期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形  331 158 

 ２ 買掛金 ※１  10,265 8,920 

 ３ 未払金  106 360 

 ４ 未払費用 ※１  1,523 1,608 

 ５ 未払法人税等  2,667 1,848 

 ６ 未払消費税等  223 304 

 ７ 前受金  997 1,038 

 ８ 預り金  259 270 

 ９ 従業員預り金  1,361 1,393 

 10 賞与引当金  1,670 1,817 

 11 その他  74 96 

   流動負債合計  19,481 19.7 17,817 17.5

Ⅱ 固定負債    

 １ 退職給付引当金  4,035 4,198 

 ２ 役員退職慰労引当金  663 631 

   固定負債合計  4,698 4.7 4,830 4.8

 負債合計  24,179 24.4 22,647 22.3

     

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※２  18,239 18.4 18,239 17.9

Ⅱ 資本剰余金    

 １ 資本準備金  19,292 19,292 

 ２ その他資本剰余金    

    自己株式処分差益 ― ― 145 145 

   資本剰余金合計  19,292 19.5 19,438 19.1

Ⅲ 利益剰余金    

 １ 利益準備金  2,385 2,385 

 ２ 任意積立金    

(1) 建物圧縮積立金 36 34   

(2) 別途積立金 10,881 10,917 10,881 10,915 

 ３ 当期未処分利益  25,049 28,145 

   利益剰余金合計  38,351 38.8 41,446 40.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  105 0.1 798 0.8

Ⅴ 自己株式 ※３  △1,240 △1.2 △950 △0.9

 資本合計  74,748 75.6 78,973 77.7

 負債及び資本合計  98,928 100.0 101,621 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
第89期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  60,423 100.0 63,619 100.0

Ⅱ 売上原価    

 １ 仕入製品期首たな卸高 1,204 1,963   

 ２ 製品期首たな卸高 927 1,304   

 ３ 当期製品仕入高 20,015 20,496   

 ４ 当期製品製造原価 ※４ 14,766 14,890   

合計 36,914 38,654   

 ５ 仕入製品期末たな卸高 1,963 1,952   

 ６ 製品期末たな卸高 1,304 1,319   

 ７ 他勘定振替高 ※１ 380 33,266 55.1 495 34,887 54.8

   売上総利益  27,157 44.9 28,732 45.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 １ 販売費 ※３ 15,438 16,222   

 ２ 一般管理費 
※３ 
※４ 

3,799 19,237 31.8 4,298 20,520 32.3

   営業利益  7,919 13.1 8,211 12.9

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 13 22   

 ２ 有価証券利息 12 14   

 ３ 受取配当金 ※２ 86 281   

 ４ 不動産賃貸料 ※２ 105 108   

 ５ 為替差益 57 112   

 ６ 受取保険配当金 78 92   

 ７ その他 109 463 0.8 123 755 1.2

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 14 14   

 ２ 営業権償却 320 320   

 ３ 不用品除却損 65 41   

 ４ その他 112 512 0.9 133 509 0.8

   経常利益  7,870 13.0 8,457 13.3



  

  

  
第89期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

 １ 投資有価証券売却益 49 55   

 ２ 貸倒引当金戻入額 13 24   

 ３ その他 0 62 0.1 ─ 79 0.1

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損 ※５ 63 64   

 ２ 固定資産売却損 ※６ 213 20   

 ３ 投資有価証券売却損 296 1   

 ４ 関係会社株式評価損 19 593 1.0 ─ 86 0.1

   税引前当期純利益  7,339 12.1 8,450 13.3

   法人税、住民税 
   及び事業税 

3,182 3,281   

   法人税等調整額 △268 2,913 4.8 △76 3,204 5.0

   当期純利益  4,425 7.3 5,246 8.3

   前期繰越利益  21,340 23,938 

   中間配当額  717 1,039 

   当期未処分利益  25,049 28,145 

       



製造原価明細書 

  

  

  

  
第89期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 12,753 62.9 12,926 62.1

Ⅱ 労務費 ※４ 5,406 26.7 5,544 26.7

Ⅲ 経費 2,097 10.4 2,339 11.2

  (減価償却費) (695) (3.4) (714) (3.4)

  当期総製造費用 20,258 100.0 20,810 100.0

  仕掛品期首たな卸高 602 764 

合計 20,860 21,574 

  仕掛品期末たな卸高 764 636 

  他勘定振替高 ※３ 5,330 6,046 

  当期製品製造原価 14,766 14,890 

 (注) １ 原価計算の方法……月次では組別総合標準

原価計算を実施しております。なお、標準原

価は過去の実績に予定を加味した目標原価と

して設定し、実際原価と標準原価との間に生

ずる原価差額は原価計算基準に基づき期末に

おいて売上原価とたな卸資産とに配賦してお

ります。 

   (注) １ 原価計算の方法 

同左 

    ２ 原価差額の配賦の内訳 

売上原価 △8百万円 

製品 △3 

仕掛品 △1 

原材料 19 

他勘定振替高 △196 

計 △190 

      ２ 原価差額の配賦の内訳 

売上原価 128百万円 

製品 18 

仕掛品 12 

原材料 37 

他勘定振替高 △166 

計 30 

   ※３ 他勘定振替高の内訳 

固定資産 1,677百万円 

研究開発費等 3,653 

計 5,330 

     ※３ 他勘定振替高の内訳 

固定資産 1,753百万円 

研究開発費等 4,292 

計 6,046 

   ※４ 労務費のうち引当金繰入額の内訳 

賞与引当金繰入額 600百万円 

    

     ※４ 労務費のうち引当金繰入額の内訳 

賞与引当金繰入額 612百万円 

    



③ 【利益処分計算書】 

  

  

株主総会承認年月日 
第89期

(平成17年６月29日) 
第90期 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(当期未処分利益の処分)  

Ⅰ 当期未処分利益  25,049 28,145

Ⅱ 任意積立金取崩額  

   建物圧縮積立金取崩額  1 1

合計 25,050 28,146

Ⅲ 利益処分額  

 １ 配当金  1,036 1,041

 ２ 役員賞与金  76 58

   (うち監査役賞与金)  (7) 1,112 (9) 1,099

Ⅳ 次期繰越利益  23,938 27,047



重要な会計方針 

  

  

第89期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

    時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  

  

    時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  仕入製品、製品、原材料及び仕掛品は、総平均法に

よる原価法により評価している。 

  貯蔵品は最終仕入原価法による原価法により評価し

ている。 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法(ただし、平成10年４月１日以降取得した

建物(建物附属設備を除く)については定額法)を採

用している。 

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっている。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用している。 

   なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

   ただし、市場販売目的のソフトウェアについて

は、見込販売可能期間(３年)に基づく定額法、自社

利用目的のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法によっている。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法を採用している。 

   なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

 (3) 長期前払費用 

同左 



  

  

第89期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上している。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支出に備えるため、その期に帰属

する支給見込額を計上している。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。 

   数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしてい

る。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職による役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づき、期末要支給額の100％を計上

している。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 投資損失引当金 

   関係会社株式等の実質価額の低下による損失に備

えるため、投資先の資産内容等を考慮して引当計上

している。 

   なお、貸借対照表上は、関係会社株式から当該引

当金720百万円を直接控除して表示している。 

 (5) 投資損失引当金 

同左 

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

る。 

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

７ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

７ リース取引の処理方法 

同左 

８ その他の財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっている。 

８ その他の財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 
  

  

第89期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

────── 固定資産の減損に係る会計基準 

 当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適

用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

第89期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(貸借対照表関係) 

１ 前期において無形固定資産の「ソフトウェア」に含

めて表示していた「ソフトウェア仮勘定」について

は、重要性に鑑み、当期より区分掲記している。 

  なお、前期の「ソフトウェア仮勘定」は756百万円

である。 

────── 

２ 前期において「長期貸付金」に含めて表示していた

「関係会社長期貸付金」については、当期より区分掲

記している。 

  なお、前期の「関係会社長期貸付金」は102百万円

である。 

  

３ 前期において投資その他の資産の「その他」に含め

て表示していた「保険積立金」については、当期より

区分掲記している。 

  なお、前期の「保険積立金」は2,145百万円であ

る。 

  

(損益計算書関係） 

 前期において営業外収益の「その他」に含めて表示し

ていた「受取保険配当金」については、営業外収益の総

額の100分の10を超えたため、当期より区分掲記してい

る。 

 なお、前期の「受取保険配当金」は94百万円である。 

  



追加情報 

  

  

第89期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費が160百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、160百万円減少している。 

────── 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第89期 
(平成17年３月31日) 

第90期
(平成18年３月31日) 

※１ 関係会社項目 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

売掛金 909百万円

前渡金 7 

未収入金 102 

流動資産「その他」 90 

買掛金 1,071 

未払費用 29 

※１ 関係会社項目 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

売掛金 882百万円

前渡金 2 

未収入金 133 

流動資産「その他」 143 

買掛金 1,084 

未払費用 21 

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっている。 

※２ 授権株式数 普通株式 185,476,000株

   発行済株式総数 普通株式 81,257,829株

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっている。 

※２ 授権株式数 普通株式 185,476,000株

   発行済株式総数 普通株式 81,257,829株

※３ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

   1,558,747株である。 

※３ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

   1,167,156株である。 

 ４ 保証債務 

   銀行借入金等に対する保証債務は次のとおりであ

る。 

    (保証先) 

パイオニア エクリプス Corp. 542百万円 

(5,100千USドル)

アマノ USA Inc. 498 

(4,683千USドル)

ATAS サービス PTE.LTD. 2百万円 

(39千シンガポールドル)

計 1,043百万円 

 ４ 保証債務 

   銀行借入金等に対する保証債務は次のとおりであ

る。 

    (保証先) 

アマノ USA Inc. 402百万円 

(3,395千USドル)

計 402百万円 

 ５ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が105百万

円増加している。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

る。 

 ５ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が798百万

円増加している。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

る。 



  
(損益計算書関係) 

  

  

第89期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 

 固定資産振替高 36百万円

 経費他振替高 344 

 計 380 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 

固定資産振替高 30百万円

経費他振替高 465 

計 495 

※２ 関係会社項目 

   各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりである。 

 受取配当金 49百万円

 不動産賃貸料 44 

※２ 関係会社項目 

   各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりである。 

受取配当金 240百万円

不動産賃貸料 48 

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。 

 (1) 販売費 

 給料手当 6,562百万円

 賞与引当金繰入額 1,023 

 退職給付費用 803 

 福利費 979 

 不動産等賃借料 1,053 

 減価償却費 1,025 

 貸倒引当金繰入額 28 

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。 

 (1) 販売費 

給料手当 6,744百万円

賞与引当金繰入額 1,159 

退職給付費用 858 

福利費 964 

不動産等賃借料 1,086 

減価償却費 1,041 

貸倒引当金繰入額 4 

 (2) 一般管理費 

 給料手当 304百万円

 賞与引当金繰入額 45 

 退職給付費用 48 

 役員退職慰労引当金繰入額 85 

 福利費 68 

 不動産等賃借料 83 

 減価償却費 373 

 研究開発費 1,576 

 (2) 一般管理費 

給料手当 409百万円

賞与引当金繰入額 46 

退職給付費用 142 

役員退職慰労引当金繰入額 70 

福利費 78 

不動産等賃借料 83 

減価償却費 375 

研究開発費 1,879 

※４ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,576百万円である。 

※４ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,879百万円である。 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

 建物 6百万円

 構築物 0 

 機械及び装置 22 

 工具器具及び備品 33 

 その他 1 

 計 63 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 24百万円

構築物 0 

機械及び装置 30 

工具器具及び備品 8 

計 64 

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

 土地 181百万円

 建物等 31 

 計 213 

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

土地 15百万円

建物等 5 

計 20 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

第89期(平成17年３月31日現在) 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

第90期(平成18年３月31日現在) 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

第89期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定している。 

    
工具器具 
及び備品 
(百万円) 

  
その他 
(百万円) 

  
合計
(百万円) 

取得価額 
相当額 

  429   34  463

減価償却 
累計額相当額 

  222   21  244

期末残高 
相当額 

  206   13  219

同左 

工具器具
及び備品 
(百万円) 

 
その他 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

391  63  455

減価償却
累計額相当額

173  14  187

期末残高
相当額 

218  49  268

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

 １年以内 79百万円 

 １年超 139 

 合計 219 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

同左 

１年以内 90百万円 

１年超 177 

合計 268 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 124百万円 

減価償却費相当額 124 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 95百万円 

減価償却費相当額 95 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

────── ２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 3百万円 

１年超 6 

合計 9 



(税効果会計関係) 

  

  

第89期(平成17年３月31日) 第90期(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  未払事業税否認 227百万円

  賞与引当金損金不算入 678 

  役員退職慰労引当金損金不算入 269 

  退職給付引当金損金算入限度超過額 1,575 

  投資有価証券評価損損金不算入 145 

  投資損失引当金損金不算入 292 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 81 

  その他 214 

   繰延税金資産合計 3,483 

  (繰延税金負債)   

  建物圧縮積立金 △23 

  その他有価証券評価差額金 △73 

   繰延税金負債合計 △97 

   繰延税金資産の純額 3,386 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  未払事業税否認 164百万円

  賞与引当金損金不算入 738 

  役員退職慰労引当金損金不算入 256 

  退職給付引当金損金算入限度超過額 1,704 

  投資有価証券評価損損金不算入 81 

  投資損失引当金損金不算入 292 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 72 

  その他 247 

   繰延税金資産合計 3,557 

  (繰延税金負債)   

  建物圧縮積立金 △22 

  その他有価証券評価差額金 △545 

   繰延税金負債合計 △568 

   繰延税金資産の純額 2,989 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率 40.6％ 

   (調整)   

   交際費等永久に損金に算入 
   されない項目 

0.4 

   受取配当金等永久に益金に算入 
   されない項目 

△0.3 

   住民税均等割額 1.0 

   試験研究費に係る法人税額の

   特別控除 
△2.3 

   その他 0.3 

    税効果会計適用後の法人税等 
    の負担率 

39.7 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率 40.6％ 

   (調整)   

   交際費等永久に損金に算入 
   されない項目 

0.4 

   受取配当金等永久に益金に算入 
   されない項目 

△0.2 

   住民税均等割額 0.9 

  試験研究費に係る法人税額の

   特別控除 
△2.4 

   その他 △1.4 

    税効果会計適用後の法人税等 
    の負担率 

37.9 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 

  

  

  
第89期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 936円93銭 985円32銭 

１株当たり当期純利益 54円56銭 64円92銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

54円56銭 64円80銭 

  
第89期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第90期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益(百万円) 4,425 5,246

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,349 5,188

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
(百万円) 

 

利益処分による役員賞与金 76 58

普通株主に帰属しない金額(百万円) 76 58

普通株式の期中平均株式数(株) 79,722,074 79,928,640

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額(百万円) ― ― 

 普通株式増加数(株) 3,017 139,543 

 (うち自己株式取得方式によるストッ
クオプション) 

(3,017) (139,543)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式によるスト

ックオプション 

(株式の数 656,000株) 

  

─ 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

  

【債券】 
  

  

【その他】 
  

  
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

㈱ミレアホールディングス 600 1,398

㈱サカタのタネ 331,800 545

㈱みずほホールディングス
優先出資証券 

5 500

㈱みずほフィナンシャルグループ
第11回優先株 

500 500

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 310 558

パーク24㈱ 202,800 815

㈱大本組 39,000 41

㈱オリエンタルランド 2,500 17

GSパーク24㈱ 10,000 6

㈱オフィスパートナー 100 5

その他(14銘柄) 997,469 19

小計 1,585,084 4,406

計 1,585,084 4,406

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

NISSAN CAPITAL OF AMERICA FR 500 501

小計 500 501

計 500 501

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

有価証券 
その他 
有価証券 

(証券投資信託受益証券)  

ニッセイTAA株70 1,000 10

小計 1,000 10

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

(証券投資信託受益証券)  

償還時元本・利回り確保型
ファンド06－02 

100,000 964

償還時元本・利回り確保型
ファンド05－03 

50,000 483

その他(２銘柄) 8,492 85

小計 ― 1,534

計 ― 1,545



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 21,206 93 148 21,151 11,554 579 9,596

 構築物 1,524 2 4 1,522 1,209 41 312

 機械及び装置 6,050 477 345 6,183 4,973 184 1,209

 車両及び運搬具 65 1 ─ 66 59 3 7

 工具器具及び備品 8,448 510 112 8,845 7,848 370 997

 土地 5,286 6 32 5,260 ─ ─ 5,260

 建設仮勘定 222 764 389 597 ─ ─ 597

有形固定資産計 42,803 1,856 1,032 43,627 25,646 1,180 17,981

無形固定資産       

 営業権 1,600 ─ ─ 1,600 1,280 320 320

 借地権 18 ─ ─ 18 ─ ─ 18

 ソフトウェア 5,925 1,579 3,977 3,528 1,622 993 1,906

 ソフトウェア 
 仮勘定 

899 1,712 1,592 1,019 ─ ─ 1,019

 電話加入権 33 ─ ─ 33 ─ ─ 33

 その他 14 ─ ─ 14 13 0 1

無形固定資産計 8,492 3,292 5,569 6,215 2,915 1,314 3,299

長期前払費用 92 17 5 105 87 14 17

繰延資産       

   ――― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

機械及び装置 細江工場生産設備の更新 224百万円

建設仮勘定 新事務所(第２GALAXYビル)新築工事 300百万円

ソフトウェア 情報・パーク商品ソフトウェア開発・改善・改良 1,472百万円

ソフトウェア仮勘定 情報・パーク商品ソフトウェア開発・改善・改良 1,712百万円

ソフトウェア 情報・パーク商品ソフトウェア償却完了 3,977百万円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は、1,167,156株であります。 

２ その他資本剰余金の増加の原因は、ストックオプション制度の権利行使によるものであります。 

３ 任意積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

 【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」のうち82百万円は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、14百万円は、債権

回収に伴う戻入額等であります。 

２ 役員退職慰労引当金の「当期減少額(その他)」の93百万円は、取締役から執行役員への変更者に係る引当金残高の振替で

あります。 

３ 投資損失引当金の当期末残高720百万円は、貸借対照表上、関係会社株式から直接控除しております。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 18,239 ― ― 18,239

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  (注)１ (株) (81,257,829) (―) (―) (81,257,829)

普通株式 (百万円) 18,239 ― ― 18,239

計 (株) (81,257,829) (―) (―) (81,257,829)

計 (百万円) 18,239 ― ― 18,239

資本準備金及び 
その他資本剰余 
金 

資本準備金    

 株式払込剰余金 (百万円) 19,292 ― ― 19,292

その他資本剰余金 
      (注)２ 

   

 自己株式処分差益 (百万円) ─ 145 ─ 145

計 (百万円) 19,292 145 ― 19,438

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 2,385 ― ― 2,385

任意積立金 (注)３    

 建物圧縮積立金 (百万円) 36 ― 1 34

 別途積立金 (百万円) 10,881 ― ― 10,881

計 (百万円) 13,302 ― 1 13,301

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金    (注)１ 394 77 49 96 325

賞与引当金 1,670 1,817 1,670 ─ 1,817

役員退職慰労引当金(注)２ 663 70 8 93 631

投資損失引当金  (注)３ 720 ─ ─ ─ 720



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 資産の部 

(Ａ)現金及び預金の内訳 

  

  

(Ｂ)受取手形の内訳 

(ａ)相手先別内訳 

  

  

(ｂ)期日別内訳 

  

  

(Ｃ)売掛金の内訳(相手先別内訳) 
  

  

種別 金額(百万円)

預金の種類  

普通預金 28,612

外貨預金 463

小計 29,076

現金 49

合計 29,125

相手先 金額(百万円)

パーク24㈱ 289

㈱山善 239

東久㈱ 120

ユアサ商事㈱ 115

オムロンフィールドエンジニアリング㈱ 91

その他 4,204

合計 5,060

期日 平成18年４月満期 ５月満期 ６月満期 ７月満期 ８月以降満期 計 

金額(百万円) 1,326 1,335 1,147 853 397 5,060

相手先 金額(百万円)

パーク24㈱ 253

㈱エー・エム・エス 205

アマノ シンシナティ Inc. 186

アマノ コーリア Corp. 172

アマノ タイム＆エアー シンガポール PTE.LTD. 109

その他 12,014

合計 12,942



(Ｄ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

(Ｅ)たな卸資産の内訳 

(ａ)仕入製品及び製品 

  

  

(ｂ)その他のたな卸資産 

  

  

前期末残高(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高(百万円)
(Ｃ) 

当期末残高(百万円) 
(Ｄ) 

12,437 66,688 66,183 12,942

回収率 (％) 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

83.6

滞留期間(日) 

  (Ａ)＋(Ｄ)
  ２
  (Ｂ)
  365

69.5

科目 品目 仕入製品(百万円) 製品(百万円) 合計(百万円) 

仕入製品 
及び製品 

情報システム 257 211 469

時間管理機器 310 64 375

パーキングシステム 597 414 1,011

環境システム 516 489 1,005

クリーンシステム 269 139 409

計 1,952 1,319 3,271

科目 品目 金額(百万円) 

原材料 

主要材料 28

仕掛部品 40

在庫部品 1,485

計 1,554

仕掛品 

パーキングシステム 219

環境システム 177

情報システム 158

時間管理機器 54

クリーンシステム 26

計 636

貯蔵品 

補助材料 4

貯蔵品 26

計 30



(Ｆ)関係会社株式の内訳 

  

(注) 投資損失引当金720百万円を直接控除しております。 

  

相手先 金額(百万円)

アマノ USA Inc. 7,782

アマノ エレクトロニクス  
ヨーロッパ N.V. (注) 

2,531

㈱武蔵電機製作所 468

アマノビジネスソリューションズ㈱ 290

アマノ コーリア Corp. 236

その他 586

合計 11,897



２ 負債の部 

(Ａ)支払手形の内訳 

(ａ)相手先別内訳 

  

(ｂ)期日別内訳 

  

  

(Ｂ)買掛金の内訳(相手先別内訳) 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

㈱アイ・ティ・フロンティア 9

グローリー商事㈱ 7

㈱育良精機製作所 7

愛知工業㈱ 7

㈱有隣堂 6

その他 119

合計 158

期日 平成18年４月満期 ５月満期 ６月満期 ７月満期 計 

金額(百万円) 47 40 28 41 158

相手先 金額(百万円)

アマノメンテナンスエンジニアリング㈱ 781

小林記録紙㈱ 709

㈱エー・エム・エス 220

㈱英田エンジニアリング 216

三信電気㈱ 198

その他 6,793

合計 8,920



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 平成17年８月２日開催の取締役会決議により、単元株式数を1,000株から100株に変更しております。なお、実施日は平成

17年10月３日であります。 

２ 三菱信託銀行㈱は、平成17年10月１日をもってUFJ信託銀行㈱と合併し、三菱UFJ信託銀行㈱となりました。 

３ 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

(ホームページアドレス http://www.amano.co.jp/IR/kessan.html) 

      なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券(但し、100株未満の株式に
ついては、その株数を表示した株券を発行できる。) 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株 (注)１ 

株式の名義書換え (注)２   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき 100円 

単元未満株式の買取り 
         (注)２ 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 (注)３ 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第89期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 (第90期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月12日 
関東財務局長に提出。 

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

ア マ ノ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアマノ株式会社の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アマノ株式会社

及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 津   勉 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 昭 雄 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ア マ ノ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアマノ株式会社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アマノ株式会社

及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 昭 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 義 則 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

ア マ ノ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアマノ株式会社の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アマノ株式会社の平

成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 津   勉 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 昭 雄 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ア マ ノ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアマノ株式会社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アマノ株式会社の平

成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 昭 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 義 則 
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